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本
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の
目
的
：
多
文
化
社
会
政
策
の
明
暗
と
国
家
人
権
委
員
会

（
二
）
先
行
研
究
の
検
討
：「
国
家
人
権
委
員
会
」
に
関
す
る
活
字
研
究
及
び
学
術
関
係
動
向

韓
国
は
一
九
九
〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
積
極
的
に
外
国
人
を
受
け
入
れ
、
多
文
化
社
会
を
標
榜
す
る
政
策
を
取
っ
て
き
た
経
緯
が
あ
る
。
特
に
国
際
結
婚
に
よ
る
外
国
人
女

性
移
住
者
及
び
外
国
人
移
住
労
働
者
た
ち
の
中
長
期
に
わ
た
る
韓
国
社
会
で
の
定
着
化
が
進
ん
で
い
る
。
し
か
し
韓
国
は
歴
史
的
に
単
一
民
族
意
識
が
強
い
社
会
で
あ
り
、
さ

ら
に
伝
統
的
に
「
家
父
長
制
」
社
会
シ
ス
テ
ム
が
固
着
化
し
た
社
会
構
造
が
あ
る
た
め
、
外
国
人
と
共
に
社
会
を
構
築
し
て
い
く
発
展
途
上
の
段
階
で
あ
り
、
そ
れ
故
に
外
国

人
の
人
権
侵
害
問
題
は
様
々
な
領
域
で
、
多
様
な
形
で
顕
在
化
し
て
い
る
こ
と
も
事
実
で
あ
る
。

本
研
究
は
民
主
化
以
後
、
初
め
て
国
の
独
立
し
た
準
司
法
機
関
と
し
て
誕
生
し
た
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
扱
っ
た
外
国
人
人
権
侵
害
の
事
例
や
諸
問
題
を
取
り
上
げ
、
人

権
侵
害
の
形
態
や
相
談
事
例
か
ら
み
え
て
き
た
韓
国
社
会
の
明
暗
を
検
討
の
対
象
に
し
な
が
ら
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
の
設
立
理
念
と
外
国
人
人
権
侵
害
の
諸
問
題
は
、
ど

の
よ
う
に
関
わ
っ
て
き
た
の
か
を
、
韓
国
社
会
構
造
に
照
ら
し
な
が
ら
考
察
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

論
文
要
旨
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は
じ
め
に

（
一
）
本
研
究
の
目
的
：
多
文
化
社
会
政
策
の
明
暗
と
国
家
人
権
委
員
会

近
年
、
韓
国
に
入
っ
て
く
る
外
国
人
の
特
徴
と
し
て
、
は
じ
め
か
ら
中
長
期
定
住
を
前
提
と
す
る
人
が
大
幅
に
増
え
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。
な
か
で
も
国
際
結
婚
と
い

う
形
で
韓
国
社
会
に
編
入
し
て
く
る
移
住
者
の
増
加
傾
向
は
、
一
九
九
〇
年
代
を
境
に
顕
著
に
な
っ
て
き
た
。（
表
一
〜
五
）
そ
れ
以
前
の
外
国
人
訪
問
就
業
制
の
期
間
満

了
（
二
〇
〇
七
〜
二
〇
一
二
）
等
に
よ
っ
て
、
一
時
的
に
外
国
人
住
民
数
は
減
少
し
た
が
、
中
国
同
胞
に
対
す
る
〝
在
外
同
胞
資
格
対
象
拡
大
〞
及
び
国
籍
要
件
を
満
た

し
た
外
国
籍
同
胞
の
永
住
資
格
申
請
者
が
増
加
し
た
の
が
、
増
加
原
因
の
一
つ
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
変
化
は
、
就
労
環
境
や
社
会
的
な

生
活
環
境
を
め
ぐ
る
摩
擦
の
ほ
か
に
も
、
外
国
人
移
住
者
の
韓
国
社
会
へ
の
適
応
問
題
、
二
世
教
育
な
ど
従
来
の
外
国
人
政
策
の
枠
で
は
、
対
処
し
き
れ
な
い
様
々
な
問

題
が
露
呈
し
て
い
る
。

外
国
人
移
住
者
が
増
加
し
て
い
る
状
況
で
、
韓
国
社
会
の
法
制
度
お
よ
び
日
常
生
活
で
多
発
し
て
い
る
〝X

en
oph

obia

：
ゼ
ノ
フ
ォ
ビ
ア
〞
現
象
は
、
多
様
な
領
域
で

人
権
侵
害
と
し
て
発
生
し
て
い
る
。
韓
国
憲
法
は
第
一
条
に
お
い
て
、「
大
韓
民
国
の
主
権
は
国
民
に
存
し
、
す
べ
て
の
権
力
は
国
民
か
ら
由
来
す
る
」
と
し
、
国
民
主
権

に
基
づ
く
国
民
国
家
で
あ
る
こ
と
を
唱
え
て
い
る
。
さ
ら
に
、
血
統
主
義
を
基
本
原
則
に
し
た
韓
国
の
国
籍
法
お
よ
び
出
入
国
管
理
基
本
法
は
、
大
韓
民
国
の
国
籍
を
持
っ

て
い
な
い
人
を
外
国
人
と
定
め
、
国
民
と
外
国
人
を
明
確
に
区
分
し
て
き
た
歴
史
が
あ
る
。

し
か
し
少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
み
、
現
場
労
働
力
不
足
や
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
る
、
多
様
な
人
材
が
必
要
に
な
っ
て
き
た
韓
国
社
会
の
現
実
で
は
、「
単
一
民

族
国
家
」
像
は
大
き
く
揺
ら
い
て
い
る
こ
と
も
事
実
で
あ
る
。
単
純
な
二
分
法
的
な
思
考
と
模
索
は
多
く
の
困
難
に
直
面
し
、
単
な
る
外
国
人
政
策
で
は
な
い
、
社
会
全

体
の
長
期
的
な
変
化
を
見
据
え
た
展
望
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
よ
う
な
な
か
、
韓
国
政
府
は
社
会
の
多
様
性
を
認
め
、
外
国
人
を
取
り
込
む
統
合
的
な
政
策
を
す
す

め
よ
う
と
し
て
い
る
。
外
国
人
を
取
り
巻
く
諸
問
題
は
、
ま
さ
に
韓
国
社
会
が
直
面
し
て
い
る
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
と
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
間
の
せ
め
ぎ
合
い
を
露
わ
に
し
て

い
る
と
い
え
る
。

本
論
文
で
は
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
二
〇
〇
一
年
に
ス
タ
ー
ト
し
た
、
外
国
人
人
権
侵
害
問
題
に
ど
の
よ
う
に
対
処
し
て
き
た
の
か
、
ま
た
い
つ
か
ら
外
国
人
人

権
侵
害
救
済
策
が
確
立
し
て
き
た
の
か
等
を
検
討
す
る
。
ま
た
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
論
の
観
点
論
か
ら
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
に
お
け
る
外
国
人
人
権
侵
害
問
題
へ
の

対
処
の
現
状
を
考
察
す
る
。
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（
二
）
先
行
研
究
の
検
討
：「
国
家
人
権
委
員
会
」
に
関
す
る
活
字
研
究
及
び
学
術
関
係
動
向

開
発
経
済
成
長
期
を
経
て
、
一
九
八
〇
年
代
末
か
ら
始
ま
っ
た
韓
国
社
会
の
民
主
化
で
は
、
そ
れ
ま
で
用
語
と
し
て
存
在
が
希
薄
で
あ
っ
た
の
が
「
人
権
」
と
い
う
概

念
に
眼
が
向
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
言
葉
が
普
遍
的
な
価
値
と
し
て
、
韓
国
社
会
で
本
格
的
に
社
会
的
に
作
動
し
始
め
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
確
保
し
た
の
が
、

二
〇
〇
一
年
に
正
式
に
発
足
し
た
「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
で
あ
る
。
そ
れ
ま
で
〝
人
権
〞
と
い
う
言
葉
は
、
市
民
生
活
に
緊
密
な
形
で
、
誰
も
が
簡
単
に
論
じ
る
よ

う
な
言
葉
で
は
な
か
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
「
人
権
」
と
い
う
概
念
よ
り
は
権
利
侵
害
と
い
う
概
念
の
方
が
、
韓
国
社
会
で
流
通
し
て
き
た
歴
史
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
こ

で
い
う
「
権
利
侵
害
」
と
い
う
の
は
、
お
も
に
政
治
権
力
か
ら
個
人
及
び
組
織
な
ど
が
、
な
ん
ら
か
の
理
由
で
権
利
を
侵
害
さ
れ
た
ケ
ー
ス
を
言
う（

1
）。

人
権
の
諸
概
念
は
、
様
々
な
学
術
理
論
か
ら
、
理
念
と
し
て
国
連
で
定
め
ら
れ
て
い
る
人
権
論
ま
で
、
そ
の
理
論
的
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
は
多
岐
に
わ
た
っ
て
い
る
。

「
人
権
理
論
」
と
い
う
分
野
で
の
理
論
研
究
は
多
様
化
し
て
い
る
が
、
公
的
組
織
媒
体
で
あ
る
国
家
機
関
と
し
て
「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
に
関
す
る
研
究
は
、
韓
国

社
会
で
は
発
展
途
上
の
段
階
で
あ
る
。
同
委
員
会
に
対
す
る
研
究
は
、
憲
法
に
関
連
し
た
基
本
権
侵
害
に
関
す
る
判
例
研
究
が
大
半
を
占
め
て
い
る
が
、
外
国
人
人
権
に

関
連
し
た
判
例
は
極
め
て
少
な
い
の
が
実
情
で
あ
る（

2
）。

韓
国
国
家
人
権
委
員
会
を
対
象
と
す
る
研
究
と
し
て
は
、「
韓
国
人
権
財
団
」
が
内
部
研
究
資
料
と
し
て
公
開
し
て
い
る
『
人
権
一
般
資
料
集
』
な
ど
が
あ
る
。

一
九
九
九
年
「
世
界
人
権
宣
言
」
五
〇
周
年
記
念
を
期
に
、
政
府
の
人
権
事
業
の
一
環
と
し
て
〝
人
権
事
業
委
員
会
〞
を
構
築
、
そ
れ
を
基
盤
と
し
な
が
ら
誕
生
し
た

の
が
「
韓
国
人
権
財
団
」
で
あ
る
。
こ
の
組
織
は
、
主
に
行
政
と
企
業
に
お
け
る
「
人
権
」
と
「
人
権
文
化
及
び
広
報
」
に
重
点
を
置
く
民
間
組
織
で
あ
る
。〝
韓
国
国
家

人
権
委
員
会
〞
は
、「
人
権
侵
害
」
に
対
す
る
、
人
権
救
済
と
捜
査
権
限
と
機
能
が
あ
る
の
に
対
し
、「
韓
国
人
権
財
団
」
は
「
人
権
侵
害
」
問
題
に
つ
い
て
、
救
済
又
は

捜
査
の
機
能
や
権
限
は
な
い
。
国
家
人
権
委
員
会
と
同
様
に
、「
韓
国
人
権
財
団
」
で
も
、
人
権
に
関
す
る
研
究
資
料
な
ど
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。

例
え
ば
二
〇
一
六
年
度
に
公
開
さ
れ
た
『
地
方
自
治
体
人
権
制
度
の
現
況
と
改
善
課
題
研
究
』

（
3
）

で
は
、
韓
国
に
お
け
る
地
方
自
治
体
な
か
で
の
人
権
規
範
に
関
す
る
運

用
能
力
や
組
織
作
り
及
び
人
権
規
範
効
率
化
を
主
に
取
り
扱
っ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
国
家
人
権
委
員
会
が
発
足
以
来
、同
人
権
委
員
会
と
地
方
行
政
と
の「
人
権
行
政
」

に
関
す
る
地
方
行
政
施
策
な
ど
が
、
ど
の
よ
う
な
試
行
錯
誤
を
経
な
が
ら
構
築
し
て
き
た
か
を
研
究
資
料
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
研
究
報
告
集
は
、

外
国
人
の
人
権
侵
害
問
題
に
つ
い
て
論
じ
た
も
の
で
は
な
く
、
韓
国
社
会
内
部
に
お
け
る
人
権
一
般
論
に
つ
い
て
の
研
究
報
告
に
過
ぎ
な
い
。
ま
た
韓
国
国
家
人
権
委
員

会
の
内
部
資
料
と
し
て
、
二
〇
一
一
年
発
刊
し
た
『
移
住
人
権
分
野
決
定
事
例
集
（
国
家
人
権
委
員
会　

侵
害
調
査
局
・
侵
害
調
査
課
著
）』
は
、
主
に
国
家
人
権
委
員
会

に
お
け
る
、
外
国
人
と
関
連
し
た
陳
情
・
相
談
・
事
例
な
ど
を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
は
学
術
誌
に
掲
載
さ
れ
た
も
の
で
は
な
く
、
事
例
研
究
報
告
と
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し
て
、
一
般
に
公
開
さ
れ
た
資
料
集
で
あ
る
。
内
容
と
し
て
も
理
論
的
な
背
景
は
は
じ
め
か
ら
論
究
さ
れ
ず
、
相
談
事
例
を
と
り
あ
げ
な
が
ら
ま
と
め
た
資
料
集
で
あ
る
。

参
考
と
し
て
、
二
〇
一
四
年
ま
で
韓
国
で
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
に
関
連
し
た
論
文
及
び
学
術
討
論
集
、
学
会
報
告
資
料
な
ど
、「
Ｒ
Ｉ
Ｓ
Ｓ－

韓
国
教
育
学
術
情
報

院
（w

w
w

.riss.kr

）」
に
登
録
さ
れ
た
件
数
は
八
六
件
あ
ま
り
あ
る
が
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
と
外
国
人
人
権
侵
害
に
関
す
る
学
術
関
係
論
集
は
、
二
〇
一
一
年
に
発

刊
さ
れ
た
『
移
住
児
童
の
人
権
増
進
の
た
め
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
：
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
、

山
人
権
事
務
所
共
同
』
が
比
較
的
に
詳
し
く
韓
国
社
会
に
お
け
る
外
国
人

人
権
問
題
の
現
実
を
取
り
扱
っ
た
も
の
で
あ
る
。
主
に
子
供
の
学
習
権
と
多
文
化
家
庭
に
つ
い
て
の
報
告
で
あ
る
。
し
か
し
こ
れ
は

山
と
い
う
広
域
市
（
韓
国
の
地
方

行
政
地
区
：
人
口
一
〇
〇
万
人
以
上
が
要
件
の
一
つ
）
中
心
に
研
究
さ
れ
た
事
例
報
告
で
あ
る
た
め
、
韓
国
社
会
全
般
に
お
け
る
外
国
人
人
権
問
題
の
焦
点
を
把
握
す
る

に
は
、
不
充
分
で
あ
る
。

二
〇
〇
一
年
に
発
足
し
た
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
日
本
で
も
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
な
レ
ベ
ル
で
関
心
が
た
か
ま
り
、
こ
れ
を
紹
介
し
た
文
献
な
ど
が
幾
つ
か
発
表
さ
れ

て
い
る
。
最
初
に
、
日
本
で
国
際
法
学
者
と
し
て
、
特
に
人
権
分
野
に
関
心
が
高
く
、
国
連
の
自
由
権
規
約
に
関
し
て
積
極
的
な
学
術
活
動
を
行
っ
て
き
た
金
東
勲
氏
が

紹
介
し
た
「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
法
」（『
部
落
解
放
研
究
』
第
一
四
三
号
、
編
集
発
行
・
部
落
解
放
・
人
権
研
究
所
二
〇
〇
二
年
）
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
主
に
同
委
員

会
の
法
的
根
拠
に
な
る
委
員
会
の
運
用
及
び
組
織
に
関
連
し
た
法
規
約
を
韓
国
語
の
原
文
か
ら
日
本
語
に
訳
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
資
料
は
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会

を
法
規
約
に
よ
っ
て
理
解
す
る
う
え
で
、
貴
重
な
資
料
で
あ
る
と
言
え
る
が
、
外
国
人
人
権
に
関
し
て
の
具
体
的
な
事
例
や
法
規
約
の
適
用
及
び
運
用
実
態
に
つ
い
て
は

全
く
触
れ
て
い
な
い
限
界
も
あ
っ
た
。

次
に
二
〇
〇
〇
年
、『
立
命
館
大
学
法
学
』
に
掲
載
さ
れ
た
「
国
家
人
権
機
構
に
関
す
る
韓
国
の
立
法
論
争
」（『
立
命
館
法
学
』
２
０
０
０
年
2
号
（
２
７
０
号
）

二
三
二
貢
：
郭
魯
瓶
著
）
が
あ
る
。
こ
れ
は
小
論
文
形
式
で
、
内
容
と
し
て
は
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
を
め
ぐ
る
主
な
焦
点
を
、
人
権
委
員
会
の
位
相
と
性
格
、
法
務
部

と
の
関
係
性
と
政
府
機
構
と
し
て
の
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン
グ
に
つ
い
て
論
じ
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
こ
の
論
文
は
一
般
論
と
し
て
の
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
の
性
格
や
機
能

な
ど
を
取
り
扱
っ
た
も
の
で
、
外
国
人
の
人
権
の
恒
久
的
、
ま
た
普
遍
的
な
価
値
な
ど
に
つ
い
て
の
論
及
し
た
も
の
で
は
な
い
。

最
後
に
二
〇
一
五
年
七
月
八
日
、龍
谷
大
学
法
学
研
究
会
で
行
わ
れ
た
報
告
文
を
加
筆
修
正
し
た
論
説
「
韓
国
に
お
け
る
差
別
救
済
制
度
の
現
況
と
課
題
」（
朴
宣
映
著
、

二
〇
一
六
年
）
が
あ
る
。
こ
の
論
説
は
本
来
韓
国
の
国
策
研
究
機
構
で
あ
る
「
韓
国
女
性
政
策
研
究
院
」
で
発
表
さ
れ
た
「
国
格
向
上
の
た
め
の
差
別
の
な
い
社
会
基
盤

構
築
」（
キ
ム
・
テ
ホ
ン
／
ア
ン
・
サ
ン
ス
／
バ
ク
・
ソ
ン
ヨ
ン
／
キ
ム
・
ナ
ン
ジ
ュ
共
著
。
二
〇
一
一
年
）
論
文
の
一
部
を
抜
き
取
り
加
筆
修
正
し
た
も
の
で
あ
る
。
内
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容
と
し
て
は
、
主
に
一
般
的
な
差
別
禁
止
法
と
個
別
的
な
差
別
禁
止
法
の
対
象
を
国
家
人
権
委
員
会
と
韓
国
の
憲
法
で
定
め
ら
れ
る
「
平
等
権
」
と
関
連
づ
け
て
、
解
釈

し
論
じ
た
も
の
で
あ
る
。
本
論
文
の
研
究
領
域
と
重
複
す
る
と
こ
ろ
が
あ
り
、
特
に
〝
差
別
禁
止
法
〞
と
国
家
人
権
委
員
会
と
の
関
係
及
び
個
別
的
な
差
別
禁
止
法
の
主

な
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
な
る
特
定
事
由
、
と
り
わ
け
「
障
害
」
と
「
特
定
事
由
に
よ
る
雇
用
差
別
」
な
ど
を
と
り
あ
げ
て
い
る
が
、
そ
の
法
社
会
的
な
背
景
及
び
歴
史
的
な
変

遷
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
な
事
例
及
び
理
論
的
な
紹
介
が
欠
け
て
い
る
。
そ
も
そ
も
「
平
等
権
」
は
、
差
別
禁
止
法
が
出
来
上
が
る
時
点
で
、
同
法
の
要
に
な
る
個
別
的

な
差
別
禁
止
の
理
念
の
背
後
に
、
外
国
人
を
想
定
し
た
法
理
念
が
初
め
か
ら
投
影
さ
れ
た
か
に
つ
い
て
は
不
分
明
で
あ
り
、
特
に
「
平
等
権
」
に
関
し
て
は
、
韓
国
の
憲

法
は
、
第
11
条
で
「
す
べ
て
の
国
民
は
、
法
の
前
に
平
等
で
あ
る
。
何
人
も
性
別
、
宗
教
ま
た
は
社
会
的
身
分
に
よ
り
政
治
的
、
経
済
的
、
社
会
的
、
文
化
的
生
活
の
あ

ら
ゆ
る
領
域
に
お
い
て
差
別
を
受
け
な
い
」
と
し
、「
法
の
前
の
平
等
」
原
則
と
差
別
禁
止
の
原
則
を
明
か
し
て
い
る
が
、
こ
の
条
文
の
解
釈
及
び
適
用
に
つ
い
て
は
、
現

在
も
憲
法
裁
判
所
で
争
わ
れ
て
い
る
の
も
事
実
で
あ
る（

4
）。

一
．
国
際
人
権
法
に
お
け
る
人
権
保
障
体
制
と
韓
国
国
家
人
権
委
員
会

一
）
普
遍
的
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
（U

n
iversal P

rotection
 of H

u
m

an
 R

igh
ts

）

二
）
国
際
社
会
に
お
け
る
国
家
人
権
組
織
の
形
態

三
）
国
内
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
（N

ation
al P

rotection
 of H

u
m

an
 R

igh
ts

）

国
際
人
権
法
で
論
じ
ら
れ
て
い
る
「
人
権
」
と
い
う
用
語
は
、
意
味
と
し
て
〝
普
遍
的
な
人
権
〞
を
指
す
。
こ
の
言
葉
に
内
包
さ
れ
て
い
る
法
規
範
は
、
国
際
人

権
法
上
論
じ
ら
れ
て
い
る
「
法
源
」
説
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、
そ
の
具
体
的
な
人
権
保
障
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、
上
に
挙
げ
た
そ
れ
ぞ
れ
に
テ
リ
ト
リ
ー
化
さ
れ
て
い
る（

5
）。

と
い
う
理
論
に
対
し
て
以
下
の
論
点
で
本
研
究
を
進
め
て
い
く
。

一
）
普
遍
的
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
（U

niversal Protection of H
um
an Rights

）
と
は
、
二
つ
の
構
造
的
な
理
念
で
成
り
立
つ
。
一
つ
は
、
国
連
憲
章
に
基
づ
い
た
国

連
の
一
般
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
も
う
一
つ
は
国
連
の
人
権
条
約
に
基
盤
を
置
く
自
由
権
及
び
社
会
権
規
約
で
あ
る
。「
人
権
」
と
は
、
社
会
の
な
か
で
適
切
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な
法
律
と
独
立
的
な
司
法
機
関
、
そ
し
て
民
主
的
な
制
度
と
そ
れ
に
伴
う
人
権
意
識
と
教
育
が
具
現
さ
れ
て
い
く
な
か
で
、
国
家
的
に
そ
の
よ
う
な
政
策
的
な
意
志
と
、

現
実
的
な
社
会
的
な
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
な
け
れ
ば
、「
人
権
」
は
単
な
る
理
屈
に
限
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
現
実
を
考
慮
し
、
国
際
社
会
は
、
各
々
の
国
家
に
国
際
人

権
法
の
理
念
に
即
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
と
地
域
に
特
別
な
人
権
機
構
（h

u
m

an
 righ

ts in
stitu

tion
s

）
の
設
置
を
勧
告
し
て
い
る
。
こ
れ
は
各
々
の
国
や
社
会
に
内
在

し
て
い
る
「
人
権
」
を
保
護
ま
た
は
実
行
す
る
た
め
の
法
執
行
機
構
（
例
え
ば
司
法
機
関
）
と
は
、
そ
の
存
在
意
義
は
異
な
る
。
し
た
が
っ
て
国
家
人
権
機
構
は
、
制
度

的
に
も
形
式
的
に
も
各
国
の
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
法
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
る
組
織
で
あ
る
が
、
国
内
法
が
制
定
し
た
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
な
か
で
、
組
織
の
任
務
と
権
限
を
果

た
す
一
般
的
な
政
府
機
関
と
は
異
な
り
、
国
際
人
権
法
の
効
果
的
な
国
内
的
な
適
用
と
組
織
運
用
の
独
立
性
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
人
権
の
保
護
と
向
上
、
人
権

侵
害
の
予
防
と
救
済
を
確
保
す
る
こ
と
に
特
徴
が
あ
る
。
形
式
的
に
は
国
内
法
の
土
台
の
上
で
成
立
す
る
機
構
で
あ
る
も
の
の
、
そ
の
母
体
は
、
国
際
人
権
法
か
ら
胎
動

し
た
も
の
で
あ
り
、
基
本
的
方
針
や
中
身
は
国
際
人
権
規
範
に
属
す
る
複
線
的
な
法
的
な
背
景
を
有
し
て
い
る
と
い
え
る（

6
）。

韓
国
国
家
人
権
委
員
会
に
お
け
る
外
国
人
人
権
侵
害
の
問
題
は
、
制
度
的
に
は
国
連
で
定
め
て
い
る
一
般
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
の
理
念
に
準
じ
た
国
家
的
な
組
織

で
あ
る
と
い
え
る
。
人
権
条
約
（
国
際
人
権
規
約
）
で
確
保
さ
れ
て
い
る
自
由
権
と
社
会
権
の
価
値
を
韓
国
社
会
で
、
解
釈
し
運
用
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
と
し
て
、
韓
国
国

家
人
権
委
員
会
と
い
う
機
構
と
し
て
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
だ
。

し
か
し
普
遍
的
な
人
権
シ
ス
テ
ム
と
い
う
一
般
論
に
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
に
お
け
る
外
国
人
人
権
侵
害
問
題
を
単
純
化
す
る
こ
と
は
、
理
論
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
と

し
て
限
界
が
あ
る
と
同
時
に
、
人
権
条
約
で
定
め
ら
れ
て
い
る
諸
権
利
に
関
わ
る
利
益
に
も
、
必
ず
し
も
合
致
し
て
い
る
と
は
言
い
難
い
側
面
が
あ
る
。

普
遍
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
は
個
別
の
組
織
や
国
家
機
構
で
は
な
い
、
総
合
的
な
体
制
と
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
必
要
と
す
る
。
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
最
初
に
出
来
た

時
点
で
は
、
人
権
保
護
対
象
に
外
国
人
と
い
う
領
域
が
不
在
で
あ
っ
た
の
は
明
ら
か
で
あ
る
。
韓
国
の
国
家
人
権
委
員
会
が
発
足
す
る
時
、
韓
国
内
で
大
き
な
注
目
と
期

待
が
あ
っ
た
も
の
の
、
そ
の
準
備
段
階
か
ら
外
国
人
人
権
問
題
を
想
定
し
て
、
外
国
人
人
権
問
題
専
門
家
が
同
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
に
登
用
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
、
現
在

に
至
る
ま
で
外
部
専
門
委
員
と
し
て
外
国
人
専
門
家
ま
た
は
外
国
人
人
権
問
題
の
研
究
者
な
ど
を
抜
擢
し
て
い
な
い
構
図
は
変
わ
り
な
い
。
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
出

現
す
る
前
か
ら
、
既
に
韓
国
社
会
で
外
国
人
に
関
す
る
様
々
な
人
権
侵
害
の
問
題
が
発
生
し
た
事
実
が
あ
る
。
同
委
員
会
が
発
足
し
た
二
〇
〇
一
年
度
に
韓
国
に
在
留
し

て
い
た
外
国
人
は
す
で
に
五
六
万
人
に
達
し
て
い
た
。（「
滞
留
外
国
人
現
況
２
０
０
１－

２
０
０
１
１
」
法
務
部
出
入
国
外
国
人
政
策
本
部
）

人
権
条
約
（
自
由
権
と
社
会
権
）
は
単
な
る
解
釈
の
対
象
で
は
な
く
、
積
極
的
な
国
内
的
な
解
釈
と
社
会
文
化
的
な
同
意
が
必
要
だ
。
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
に
お
け
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る
外
国
人
人
権
侵
害
問
題
は
、
韓
国
社
会
内
部
に
お
け
る
「
人
権
」
に
対
す
る
認
識
の
差
を
表
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
外
国
人
を
如
何
に
受
け
入
れ
、
韓
国
社
会
に
円
満

に
定
着
さ
せ
る
か
と
い
う
政
策
論
と
政
策
の
試
行
錯
誤
の
交
差
か
ら
生
じ
た
も
の
だ
と
言
え
る
。

国
内
生
産
事
業
場
を
中
心
に
、
製
造
業
・
建
設
・
農
畜
産
業
・
中
小
企
業
な
ど
、
不
足
す
る
労
働
力
を
補
う
た
め
に
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
を
政
策
的
に
確
立
し

た
の
が
二
〇
〇
四
年
度
に
で
き
た
「
雇
用
許
可
制
」
で
る
。
こ
の
制
度
は
、
雇
用
が
な
か
な
か
確
保
で
き
な
い
、
生
産
事
業
現
場
に
、
外
国
人
労
働
者
を
投
入
し
、
事
業

及
び
企
業
論
理
の
必
要
に
応
じ
て
、
市
場
の
需
要
に
合
わ
せ
て
外
国
人
労
働
者
を
弾
力
的
に
供
給
す
る
趣
旨
の
制
度
で
あ
る
。
ま
た
「
雇
用
許
可
制
」
は
、
最
終
的
に
は

韓
国
社
会
で
永
住
を
目
的
に
し
な
い
外
国
人
が
安
定
的
に
滞
在
し
た
後
、
最
後
は
韓
国
を
離
れ
る
こ
と
を
想
定
し
た
単
純
循
環
型
滞
在
制
度
で
あ
る
。

こ
の
制
度
で
は
最
大
四
年
一
〇
か
月
ま
で
滞
在
が
で
き
る
が
、
再
入
国
特
例
者
は
、
例
え
ば
善
良
な
滞
在
歴
及
び
誠
実
な
勤
労
者
で
あ
っ
た
こ
と
が
認
定
さ
れ
る
と
、

一
回
に
限
り
再
入
国
が
許
可
さ
れ
る
。
当
時
韓
国
で
は
、
国
内
生
産
現
場
を
は
じ
め
外
国
人
労
働
力
が
必
要
で
あ
っ
た
こ
と
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
な
か
で
、「
韓
国
」
と
い

う
国
の
国
際
的
な
知
名
度
が
向
上
し
た
た
め
、
韓
国
を
訪
れ
て
み
た
い
と
い
う
外
国
人
が
徐
々
に
増
え
て
い
た
矢
先
、「
雇
用
許
可
制
」
は
登
場
し
た
と
言
え
る
。
し
か
し

こ
の
制
度
は
、
内
在
的
に
外
国
人
労
働
者
に
不
利
な
要
素
を
孕
ん
で
い
た
た
め
、
制
度
が
で
き
て
以
来
様
々
な
問
題
を
露
呈
し
た
。
特
に
雇
用
許
可
制
の
も
と
で
は
、
外

国
人
労
働
者
に
労
働
を
事
実
上
強
要
す
る
側
面
を
ぬ
ぐ
い
き
れ
ず
、
側
面
が
あ
り
、
移
住
労
働
者
が
自
分
の
家
族
を
招
聘
し
、
長
期
的
に
滞
在
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

さ
ら
に
家
族
同
伴
の
ま
ま
の
入
国
は
認
め
ら
れ
な
い
。
そ
の
う
え
雇
用
許
可
制
は
単
純
循
環
型
労
働
短
期
滞
在
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
た
め
、
基
本
的
に
韓
国
社
会
で
の
永
住

権
申
請
は
で
き
な
い
限
界
も
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
多
様
な
問
題
を
か
か
え
る
「
雇
用
許
可
制
」
に
つ
い
て
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
例
え
ば
政
策
レ
ベ
ル
で
も
、
関
係
機
関
（
法
務
部
出
入
国
外
国
人

政
策
本
部
）
と
協
議
な
い
し
意
見
交
換
を
行
っ
て
い
な
い
。
外
国
人
を
い
か
に
管
理
し
て
い
く
に
つ
い
て
は
、
国
は
積
極
的
な
姿
勢
を
取
る
が
、
そ
の
国
の
基
本
的
な
政

策
ス
タ
ン
ス
に
異
議
を
唱
え
る
者
や
、
普
遍
的
な
人
間
価
値
と
何
人
に
も
平
等
に
そ
の
尊
厳
と
価
値
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
基
本
的
な
人
権
理
念
に
関
し

て
は
、
韓
国
の
国
家
人
権
委
員
会
は
充
分
な
議
論
を
し
よ
う
と
し
な
か
っ
た
。
普
遍
的
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
の
理
念
に
も
と
づ
い
て
、
国
家
権
力
か
ら
独
立
し
た
象
徴
的

な
機
構
と
し
て
出
現
し
た
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
国
内
的
な
準
備
過
程
に
国
民
の
成
熟
し
た
同
意
が
な
い
ま
ま
誕
生
し
た
も
の
の
、
そ
の
役
割
へ
の
期
待
度
は
非
常

に
大
き
か
っ
た
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
同
会
は
、
そ
の
役
割
を
果
た
す
こ
と
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
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二
）「
国
際
社
会
に
お
け
る
国
家
人
権
組
織
の
形
態
」

こ
れ
に
つ
い
て
は
一
九
九
三
年
の
Ｕ
Ｎ
総
会
で
「
国
家
人
権
組
織
地
位
に
関
す
る
原
則
（
パ
リ
原
則
：P

aris P
in

ciples

一
九
九
三
）」
が
で
き
た
こ
と
と
緊
密
な
関

係
が
あ
る
。
そ
も
そ
も
Ｕ
Ｎ
創
設
初
期
段
階
か
ら
、
国
際
レ
ベ
ル
で
「
人
権
」
の
理
念
的
な
基
準
設
定
と
、
そ
の
理
念
の
具
現
化
に
と
も
な
う
実
施
措
置
を
忠
実
に
強
化

し
て
き
た
歴
史
が
あ
る
。
そ
の
た
め
国
連
加
盟
国
に
対
し
て
、
国
内
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
の
確
保
を
促
す
た
め
、
国
家
レ
ベ
ル
で
設
置
さ
れ
て
い
る
人
権
機
構
の
役

割
に
注
目
し
て
き
た（

19
）。

一
九
七
〇
年
代
以
降
、
こ
れ
は
も
っ
と
具
体
的
な
形
態
と
し
て
現
れ
た
。
一
九
七
〇
年
代
は
、
政
治
的
に
は
冷
戦
時
代
で
あ
り
、
経
済
的
に
は
開
発
経
済
が
ア
ジ
ア
や

南
米
に
値
を
張
り
は
じ
め
た
時
期
で
あ
り
、
文
化
的
に
は
「
個
」
の
自
由
を
求
め
る
文
化
が
大
衆
化
し
た
時
代
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
国
際
社
会
の
潮
流
の
中
、
一
九
七
八
年
に
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
で
「
人
権
増
進
と
保
護
の
た
め
の
国
家
人
権
機
構
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
」（S

em
in

ar on
 

N
ation

al an
d L

ocal In
stitu

tion
 for th

e P
rom

otion
 an

d P
rotection

 of n
ation

al in
stitu

tion
s

）
（
20
）

が
開
催
さ
れ
た
。
こ
こ
で
は
後
の
パ
リ
原
則
の
原
型
と
い
う

べ
き
「
国
家
人
権
機
構
の
組
織
及
び
機
能
」
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
採
択
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（G

u
idelin

es for th
e stru

ctu
re an

d fu
n

ction
in

g of n
ation

al in
stitu

tion
s

）
で
は
、
国
家
人
権
機
構
の
機
能
と
し
て
、
政
府
と
国
民
の

た
め
の
人
権
関
連
情
報
開
示
や
教
育
、ま
た
政
府
レ
ベ
ル
で
の
人
権
政
策
支
援
、社
会
に
お
け
る
人
権
意
識
の
高
揚
な
ど
、政
府
が
依
頼
し
調
査
ま
た
は
勧
告
が
述
べ
ら
れ
、

最
後
に
政
府
権
力
機
関
に
対
す
る
監
視
、
国
際
人
権
条
約
の
義
務
履
行
と
関
連
す
る
政
府
の
助
力
に
つ
い
て
羅
列
さ
れ
て
い
る（

21
）。

そ
の
後
、
何
回
か
国
家
人
権
機
構
と
関
連
し
た
国
際
会
議
が
開
催
さ
れ
る
と
当
時
に
、
国
内
人
権
機
構
に
関
す
る
関
心
が
増
し
、
結
果
と
し
て
〝
国
家
人
権
機
構
に
関

す
る
国
際
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
（In

tern
ation

al W
orksh

op on
 N

ation
al In

stitu
tion

s for th
e P

rom
otion

 an
d P

rotection
 of H

u
m

an
 R

igh
ts

）〞が
、
フ
ラ
ン

ス
の
パ
リ
で
開
催
さ
れ
た
。
こ
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
、
通
称
「
パ
リ
原
則
」
が
採
択
さ
れ
た（

22
）。

こ
の
原
則
は
主
に
人
権
活
動
に
関
す
る
職
務
権
限
と
、広
範
囲
に
ま
た
が
る
法
的
な
土
台
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
、ま
た
そ
の
組
織
の
運
営
に
関
し
て
は
、

多
様
な
活
動
と
財
源
が
伴
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
打
ち
出
し
、
い
か
な
る
国
家
権
力
か
ら
も
独
立
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
宣
言
し
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
原
則
の
主
要
な
観
点
の
一
つ
は
、人
権
機
構
の
多
様
な
機
能
と
活
動
、さ
ら
に
独
立
し
た
役
割
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
理
念
を
明
確
に
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
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二－

一
）
人
権
機
構
の
等
級
審
査
と
法
的
根
拠
に
つ
い
て

基
本
的
に
人
権
機
構
は
、
毎
年
国
際
社
会
か
ら
一
定
の
審
査
を
受
け
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
国
と
地
域
で
「
人
権
機
構
」
を
作
る
、
ま
た
デ
ザ
イ
ン
す

る
こ
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
と
地
域
で
各
々
の
行
政
的
な
手
続
き
を
踏
み
な
が
ら
行
う
。

そ
の
意
味
で
「
人
権
機
構
」
に
は
、
行
政
的
（adm

in
istrative

）
な
属
性
が
あ
る
と
言
え
る
。
逆
に
解
釈
す
る
と
「
人
権
機
構
」
と
は
、
司
法
的
な
い
し
は
立
法
的

な
性
質
で
は
な
い
こ
と
が
わ
か
る
。
つ
ま
り
「
人
権
機
構
」
に
は
、
国
内
の
人
権
侵
害
の
問
題
に
つ
い
て
は
調
査
と
救
済
の
機
能
を
も
っ
て
い
る
も
の
の
、
人
権
問
題
に

関
し
て
す
べ
て
の
拘
束
力
が
あ
る
ほ
ど
の
強
力
な
権
能
が
あ
る
と
は
言
え
な
い
側
面
が
あ
る
。

「
人
権
機
構
」
の
最
も
重
要
な
役
割
は
、「
勧
告
」
機
能
で
あ
る
。
し
か
し
「
勧
告
」
だ
け
の
役
割
で
は
な
く
、
実
際
に
は
人
権
教
育
や
広
報
活
動
に
「
人
権
機
構
」
が

主
導
的
な
役
割
を
果
た
す
場
合
が
多
い
。
毎
年
、
各
々
の
地
域
と
国
に
あ
る
「
人
権
機
構
」
は
、
必
ず
国
際
人
権
機
構
の
調
停
委
員
会
に
よ
る
等
級
審
査
（
等
級
レ
ベ
ル

は
四
つ
の
ラ
ン
ク
に
よ
る
；
Ａ
・
Ａ
Ｒ
・
Ｂ
・
Ｃ
）
を
受
け
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。（
Ｉ
Ｃ
Ｃ
）

（
23
）

二
〇
一
三
年
を
基
準
と
す
る
と
、
世
界
に
は
韓
国
を
含
め
六
九
ヵ
国
に
各
々
の
「
国
家
人
権
機
構
」
が
あ
る
。
歴
史
的
に
も
っ
と
も
古
い
「
国
家
人
権
機
構
」
を
有
し

て
い
る
国
は
、
一
九
四
七
年
度
に
設
立
さ
れ
た
フ
ラ
ン
ス
と
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
で
あ
る
。

三
〇
年
以
上
の
設
立
の
歴
史
を
有
す
る
国
家
は
四
か
国
（
ス
ペ
イ
ン
／
カ
ナ
ダ
／
ポ
ル
ト
ガ
ル
／
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
）
で
、
最
近
で
き
た
国
と
し
て
は
ア
フ
リ
カ
の

モ
ロ
ッ
コ
（
王
立
国
家
人
権
協
議
会
：
二
〇
一
一
年
三
月
設
立
）
が
あ
る
。

「
国
家
人
権
機
構
」
設
立
の
歴
史
は
、
一
九
八
〇
年
代
半
ば
ま
で
は
カ
ナ
ダ
・
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
に
し
か
な
か
っ
た
。
ア
フ
リ
カ
や
中
南
米
及
び

ア
ジ
ア
な
ど
で
は
民
主
化
の
流
れ
を
う
け
て
、
主
に
一
九
九
〇
年
代
以
後
に
「
人
権
機
構
」
が
設
立
さ
れ
た
経
緯
が
あ
る
。
二
〇
一
三
年
を
基
準
に
す
る
と
、
韓
国
を
除

い
た
六
八
ヵ
国
で
「
国
家
人
権
機
構
」
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
六
八
ヵ
国
の
う
ち
二
三
か
国
が
二
〇
〇
〇
年
以
後
に
「
国
家
人
権
機
構
」
を
設
立
し
た
国
で
あ
る
。

二
〇
〇
五
年
度
を
基
準
に
す
る
と
、「
国
家
人
権
機
構
」
を
確
保
し
て
い
る
国
と
地
域
は
、
世
界
で
一
一
〇
ヵ
国
あ
ま
り
で
あ
っ
た（

24
）。

し
か
し
、
国
際
社
会
か
ら
の
等
級
審

査
な
ど
に
つ
い
て
は
、
当
該
国
の
国
内
政
治
・
経
済
事
情
に
よ
り
、
全
く
機
能
し
な
い
「
国
家
人
権
機
構
」
も
あ
り
、
二
〇
一
三
年
の
基
準
で
は
六
八
ヵ
国
と
な
っ
て
い
る
。

国
家
人
権
機
構
を
、
憲
法
で
定
め
て
い
る
国
は
三
五
か
国
で
、
一
般
法
律
で
定
め
て
い
る
国
は
二
八
か
国
、
特
例
法
令
ま
た
は
大
統
領
令
な
い
し
は
王
令
で
「
国
家
人

権
機
構
」
を
有
し
て
い
る
国
は
四
か
国
で
あ
る
。
そ
の
他
に
裁
判
所
命
令
で
「
国
家
人
権
機
構
」
を
有
し
て
い
る
国
は
二
か
国
で
あ
っ
た（

25
）。
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三
）
国
内
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
（N

ational Protection of H
um
an Rights

）

韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
厳
密
な
意
味
で
地
域
的
な
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
（R

egion
al P

rodu
ction

 of H
u

m
an

 R
igh

ts

）
と
い
う
枠
組
み
に
属
し
な
い
。
ま
た
韓

国
社
会
内
部
に
お
け
る
外
国
人
人
権
侵
害
問
題
は
、
地
域
人
権
保
障
シ
ス
テ
ム
論
と
し
て
は
、
国
際
的
な
協
調
性
か
ら
隔
離
さ
れ
た
状
況
で
あ
る
と
い
え
る
。

歴
史
的
に
数
多
く
の
国
際
人
権
条
約
が
誕
生
し
、
ま
た
条
約
に
加
入
す
る
国
と
地
域
が
あ
る
の
も
事
実
で
あ
る
。
一
般
論
と
し
て
国
際
人
権
条
約
に
加
入
す
る
国
家
の

義
務
は
、人
権
シ
ス
テ
ム
そ
し
て
各
々
の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
に
よ
り
、条
約
の
運
用
適
用
状
況
を
、そ
れ
ぞ
れ
の
社
会
の
実
情
に
合
わ
せ
て
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
な
が
ら
継
承
し
て
い
く
が
、

し
か
し
最
終
的
に
人
権
を
制
度
と
し
て
保
障
し
実
現
し
て
い
く
の
は
現
実
的
に
は
国
家
を
基
軸
に
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

外
国
人
人
権
侵
害
問
題
は
必
ず
国
際
社
会
で
共
有
化
さ
れ
、
情
報
化
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
の
場
合
、
外
国
人
人
権
問
題
侵
害
問
題
に

対
す
る
情
報
の
開
示
及
び
デ
ー
タ
化
に
は
、
発
足
当
時
消
極
的
な
状
況
で
あ
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
ば
国
内
的
に
民
主
化
を
成
し
遂
げ
る
ま
で
、
無
数
の
人
権
侵
害
が
あ
っ
た

こ
と
、
外
国
人
の
人
権
問
題
に
比
較
的
関
心
が
低
か
っ
た
こ
と
、
最
後
に
同
委
員
会
に
は
外
国
人
人
権
問
題
の
専
門
家
が
不
在
で
あ
っ
た
こ
と
な
ど
が
複
合
的
に
作
用
し

た
た
め
、
情
報
の
共
有
化
や
管
理
運
用
す
る
ま
で
の
総
合
的
な
機
能
は
未
熟
で
あ
っ
た
。

世
界
人
権
宣
言
第
二
条
は
「
す
べ
て
の
者
は
、
人
種
・
皮
膚
の
色
・
性
・
言
語
。
宗
教
・
政
治
的
意
見
・
そ
の
他
の
意
見
・
国
民
的
若
し
く
は
社
会
的
出
身　

財
産
、

出
生
又
は
他
の
地
位
等
に
よ
る
い
か
な
る
差
別
も
な
し
に
、
そ
の
宣
言
に
規
定
す
る
す
べ
て
の
権
利
及
び
自
由
を
共
有
す
る
権
利
を
有
す
る
。
更
に
、
個
人
の
属
す
る
国

又
は
地
域
が
独
立
国
で
あ
る
か
、
信
託
統
治
地
域
で
あ
る
か
、
非
自
治
地
域
で
あ
る
か
、
ま
た
は
他
の
何
ら
か
の
主
権
制
限
の
下
に
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
そ
の
国
又
は
地

域
の
政
治
上
、
管
轄
上
又
は
国
際
上
の
地
位
に
基
づ
く
い
か
な
る
差
別
も
さ
れ
な
い
「A

rticle 2 E
veryon

e is en
titled to all th

e righ
ts an

d freedom
s set forth

 

in
 th

is D
eclaration

, w
ith

ou
t distin

ction
 of an

y kin
d, su

ch
 as race, colou

r, sex, lan
gu

age, religion
, political or oth

er opin
ion

, n
ation

al or social 

origin
, property, birth

 or oth
er statu

s. F
u

rth
erm

ore, n
o distin

ction
 sh

all be m
ade on

 th
e basis of th

e political, ju
risdiction

al or in
tern

ation
al 

tatu
s of th

e cou
n

try or territory to w
h

ich
 a person

 belon
gs, w

h
eth

er it be in
depen

den
t, tru

st, n
on

-self-govern
in

g or u
n

der an
y oth

er 

lim
itation

 of sovereign
ty.

」（
ベ
ー
シ
ッ
ク
条
約
集
２
０
１
０
年
、
東
信
堂
）
と
宣
言
し
て
い
る
。
こ
の
宣
言
を
別
の
意
味
で
解
釈
す
る
と
、
何
人
に
も
ど
の
よ
う
な

場
合
に
お
い
て
も
差
別
が
あ
っ
て
は
い
け
な
い
と
い
う
こ
と
を
明
示
し
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
逆
説
的
に
依
然
と
し
て
男
女
の
差
別
や
性
差
別
・
宗
教
差
別
な
ど
が
あ

る
と
い
う
こ
と
を
暗
示
し
て
い
る
と
も
読
み
取
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
交
差
す
る
現
実
に
直
面
し
て
い
る
の
が
、
韓
国
社
会
に
滞
在
し
て
い
る
外
国
人
移
住
女
性
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労
働
者
で
あ
る
。

「
人
権
」
と
は
、
社
会
の
な
か
で
適
切
な
法
律
と
独
立
的
な
司
法
機
関
、
そ
し
て
民
主
的
な
制
度
と
そ
れ
に
伴
う
人
権
意
識
と
教
育
が
具
現
化
さ
れ
て
い
く
な
か
で
、
国

家
的
に
そ
の
よ
う
な
政
策
的
な
意
志
と
、
現
実
的
な
社
会
的
な
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
な
け
れ
ば
、「
人
権
」
は
単
な
る
理
屈
に
限
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
現
実
を
考
慮
し
、

国
際
社
会
は
、各
々
の
国
家
に
国
際
人
権
法
の
理
念
に
即
し
、そ
れ
ぞ
れ
の
国
と
地
域
に
特
別
な
人
権
機
構
（h

u
m

an
 righ

ts in
stitu

tion
s

）
の
設
置
を
勧
告
し
て
い
る
。

こ
れ
は
各
々
の
国
や
社
会
に
内
在
し
て
い
る
「
人
権
」
を
保
護
ま
た
は
実
行
す
る
た
め
の
法
執
行
機
構
（
例
え
ば
司
法
機
関
）
と
は
、そ
の
存
在
意
義
は
異
な
る
。
し
た
が
っ

て
国
家
人
権
機
構
は
、
制
度
的
に
も
形
式
的
に
も
各
国
の
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
法
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
る
組
織
で
あ
る
が
、
国
内
法
が
制
定
し
た
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
な
か
で
、

組
織
の
任
務
と
権
限
を
果
た
す
一
般
的
な
政
府
機
関
と
は
異
な
り
、
国
際
人
権
法
の
効
果
的
な
国
内
的
な
適
用
と
組
織
運
用
の
独
立
性
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
人

権
の
保
護
と
向
上
、
人
権
侵
害
の
予
防
と
救
済
を
確
保
す
る
こ
と
に
特
徴
が
あ
る
。
形
式
的
に
は
国
内
法
の
土
台
の
上
で
成
立
す
る
機
構
で
あ
る
も
の
の
、
そ
の
母
体
は
、

国
際
人
権
法
か
ら
胎
動
し
た
も
の
で
あ
り
、
基
本
的
方
針
や
中
身
は
国
際
人
権
規
範
に
属
す
る
複
線
的
な
法
的
な
背
景
を
有
し
て
い
る
と
い
え
る（

6
）。

理
論
的
に
は
国
家
権
力
機
構
か
ら
独
立
し
た
国
家
機
構
と
は
、
予
算
と
人
事
及
び
組
織
運
営
の
全
て
に
お
い
て
透
明
性
が
確
保
さ
れ
、
開
か
れ
た
組
織
運
営
方
針
に
も

と
づ
い
て
、
多
様
な
人
材
を
登
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
市
民
社
会
と
の
緊
密
な
協
調
態
勢
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

例
え
ば
図
一
に
あ
る
、「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
の
陳
情
及
び
救
済
プ
ロ
セ
ス
」
の
構
図
は
、
基
本
的
に
外
国
人
が
理
解
で
き
る
よ
う
な
も
の
で
は
な
い
。
さ
ら
に
こ
の

組
織
関
係
機
能
と
構
造
に
関
す
る
オ
ー
プ
ン
化
さ
れ
た
資
料
が
多
言
語
化
さ
れ
て
な
い
た
め
、「
人
権
侵
害
」
が
起
き
た
場
合
、
外
国
人
被
害
者
が
即
時
に
同
委
員
会
に
ア

ク
セ
ス
す
る
に
は
限
界
が
あ
る
。

韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
形
態
と
し
て
は
国
家
権
力
か
ら
分
離
独
立
し
た
機
構
で
あ
る
も
の
の
、
組
織
に
関
し
て
は
、
韓
国
中
央
政
府
か
ら
自
由
に
予
算
と
人
事
が

確
保
さ
れ
て
い
な
い
状
況
で
あ
り
、
ま
た
運
営
に
関
し
て
も
外
国
人
専
門
家
が
一
人
も
い
な
い
の
が
現
実
で
あ
る
。

二
．
外
国
人
移
住
女
性
労
働
者
の
人
権
侵
害
問
題　

一
）
外
国
人
女
性
移
住
者
の
労
働
環
境

二
）
結
婚
移
民
者
（
国
際
結
婚
）
と
ビ
ザ
発
給
要
件
の
強
化
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三
）
婚
姻
ビ
ザ
変
更
の
困
難

四
）
移
住
労
働
者
の
人
権
侵
害
事
例

一
）
外
国
人
移
住
女
性
労
働
者
の
労
働
環
境
は
、
男
性
労
働
者
と
賃
金
の
差
は
も
ち
ろ
ん
性
暴
力
に
も
さ
ら
さ
れ
、
二
重
の
人
権
侵
害
が
頻
発
し
、
度
々
社
会
問
題
に
な
っ

た
経
緯
が
あ
る
。
妊
娠
・
休
暇
・
出
産
後
に
お
い
て
も
、
女
性
が
働
く
事
業
場
の
雇
用
主
の
許
可
が
な
け
れ
ば
重
労
働
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
た
め
母
性
保

護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
作
動
し
な
い
と
こ
ろ
か
、
全
く
機
能
し
な
い
現
実
が
あ
る
。
例
え
ば
二
〇
一
三
年
三
月
に
発
表
さ
れ
た
「
外
国
人
労
働
者
住
居
環
境
及
性
的
嫌
が
ら
せ
・

性
暴
力
の
実
態
調
査
結
果
」（
外
国
人
勤
労
者
住
居
環
境
及
び
性
的
嫌
が
ら
せ
・
性
暴
力
実
態
調
査
及
制
度
改
善
研
究
報
告
書
：
財
団
法
人
동
천
・ 

移
住
民
放
送
Ｍ
Ｎ
Ｔ
Ｖ 

・
法
務
法
人
태
평
양
）
に
よ
る
と
、
外
国
人
女
性
移
住
労
働
者
の
約
一
〇
％
あ
ま
り
が
、
何
ら
か
の
形
で
性
的
暴
力
・
性
的
嫌
が
ら
せ
（
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
）

を
経
験
し
た
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
内
訳
と
し
て
は
、
強
姦
及
び
身
体
接
触
が
各
々
三
五
・
五
％
を
占
め
、
飲
み
会
な
ど
業
務
終
了
後
の
職
場
関
係
者
に
よ
る
酒
の

強
要
お
よ
び
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
な
ど
が
二
九
％
、
露
骨
に
売
春
を
要
求
さ
れ
た
例
も
一
二
・
九
％
に
達
し
て
い
る
。
加
害
者
は
主
に
事
業
場
の
雇
い
主
が

八
八
・
九
％
、
管
理
者
七
七
・
八
％
、
ま
た
同
じ
国
か
ら
来
た
外
国
人
男
性
労
働
者
に
よ
る
被
害
を
受
け
た
割
合
も
一
六
・
七
％
に
の
ぼ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
事
実
を
う
け
て
二
〇
一
四
年
一
〇
月
二
三
日
の
国
会
女
性
家
族
委
員
会
で
、
外
国
人
女
性
移
住
労
働
者
の
住
居
環
境
は
非
常
に
劣
悪
で
、
か
つ
性
暴
力
及

被
害
に
無
防
備
状
態
で
あ
る
こ
と
へ
の
政
策
的
な
配
慮
が
「
人
権
」
と
い
う
レ
ベ
ル
で
必
要
で
あ
る
と
し
て
、
当
時
の
与
党
ハ
ン
ナ
ラ
党
の
所
属
議
員
で
、
韓
国
で
最
初

に
外
国
人
移
住
女
性
と
し
て
国
選
議
員
に
選
出
さ
れ
たJasm

in
e B

acu
rn

ay y V
illan

u
eva

（P
h

ilipin
es

出
身
）
が
、
国
レ
ベ
ル
で
の
政
策
的
な
改
定
案
が
必
要
で

あ
る
と
発
議
し
、
改
定
案
が
出
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
。（
医
療
健
康
新
聞
「M

edical today

：
메
디
칼
투
데
이
」〝
女
性
外
国
人
勤
労
者
一
〇
人
中
一
人
の
割
合
で
性
暴
力

な
ど
を
経
験
〞
２
０
１
４
年
10
月
23
日
号
）

外
国
人
労
働
者
の
労
働
環
境
に
関
す
る
業
務
を
行
う
「
雇
用
労
働
部
」
は
、
零
細
企
業
及
び
事
業
場
で
働
く
う
え
で
言
葉
の
意
思
疎
通
に
困
難
な
言
語
弱
者
（
外
国
人
）

及
び
、
慣
れ
な
い
異
国
で
の
事
業
場
で
の
勤
務
環
境
で
の
パ
ワ
ハ
ラ
や
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
さ
ら
さ
れ
や
す
い
外
国
人
労
働
者
に
「
職
場
内
パ
ワ
ハ
ラ
及
セ

ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
予
防
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
（leaflet pu

blish
ed by th

e E
m

ploym
en

t M
in

istry

）」
を
、
主
に
外
国
人
支
援
団
体
や
事
業
場
及
び
外
国
人
就

労
支
援
関
係
機
関
ま
た
は
就
労
支
援
相
談
セ
ン
タ
ー
な
ど
を
通
じ
て
二
万
部
配
布
し
た
こ
と
が
あ
る
。（
二
〇
一
四
年
一
〇
月
二
二
日
の
報
道
資
料
）
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二
〇
一
四
年
（
一
一
月
基
準
）
韓
国
で
国
際
結
婚
に
よ
る
結
婚
移
住
者
は
一
五
一
・
三
四
七
名
で
、
そ
の
う
ち
女
性
は
一
二
八
・
六
二
二
人
で
、
八
五
・
〇
％
に
達
し

て
い
る
。
婚
姻
に
よ
る
韓
国
籍
帰
化
者
（
婚
姻
帰
化
者
）
一
〇
〇
・
八
〇
九
人
の
う
ち
、
九
五
％
を
女
性
が
占
め
る
。
二
〇
一
二
年
度
か
ら
は
婚
姻
帰
化
者
以
外
の
国
籍

取
得
者
（
認
知
帰
化
者
を
含
）
も
多
文
化
家
族
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
入
る
こ
と
に
な
っ
た
。（
多
文
化
家
族
法
と
は
、
17
カ
条
の
本
則
及
び
附
則
か
ら
な
る
法
律
で
、
第
1
条

の
目
的
で
は
、
こ
の
法
律
は
、
多
文
化
家
族
構
成
員
が
安
定
的
に
家
族
生
活
を
営
み
、
社
会
構
成
ん
と
し
て
の
役
割
と
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
き
で
る
よ
う
に
、
彼
ら
の

生
活
の
質
の
向
上
と
社
会
統
合
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
：
이 

법
은 

다
문
화
가
족 

구
성
원
이 

안
정
적
인 

가
족
생
활
을 

영
위
하
고 

사
회
구
성
원
으
로
서
의 

역
할
과 

책
임
을 

다
할 

수 

있
도
록 
함
으
로
써 

이
들
의 

삶
의 

질 

향
상
과 

사
회
통
합
에 

이
바
지
함
을 

목
적
으
로 

한
다
．

第
2
条
定
義
で
は
、
1
．〝
多
文
化
家
族
〞
と
は
、
次
の
各
目
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
家
族
を
い
う
："

다
문
화
가
족"

이
란 

다
음 

각 

목
의 

어
느 

하
나
에 

해
당
하
는 

가
족
을 

말
한
다
．

가
．「
재
한
외
국
인 

처
우 

기
본
법
」 

제
2
조
제
3
호
의 

결
혼
이
민
자
와 「
국
적
법
」 

제
2
조
부
터 

제
4
조
까
지
의 

규
정
에 

따
라 

대
한
민
국 

국
적
을 

취
득
한 

자
로 

이
루

어
진 

가
족

 

「
在
韓
外
国
人
処
遇
基
本
法
」
第
2
条
だ
3
号
の
結
婚
移
民
者
と
「
国
籍
法
」
第
2
条
か
ら
第
4
条
ま
で
の
規
定
に
従
っ
て
、
大
韓
民
国
国
籍
を
取
得
者
か
ら
な
る
家

族

나
．「
국
적
법
」 

제
3
조 

및 

제
4
조
에 

따
라 

대
한
민
국 

국
적
을 
취
득
한 

자
와 

같
은 

법 

제
2
조
부
터 

제
4
조
까
지
의 

규
정
에 

따
라 

대
한
민
국 

국
적
을 

취
득
한 

자
로 

이
루
어
진 

가
족

 

「
国
籍
法
」
第
3
条
及
び
第
4
条
に
よ
り
、
大
韓
民
国
国
籍
を
取
得
者
と
同
法
第
2
条
か
ら
4
条
ま
で
の
規
定
に
従
い
、
大
韓
民
国
国
籍
を
取
得
者
か
ら
な
る
家
族

2
．
結
婚
移
民
者
と
は
、
多
文
化
家
族
の
構
成
員
と
し
て
、
次
の
各
目
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
を
い
う
："

결
혼
이
민
자
등"

이
란 

다
문
화
가
족
의 

구
성
원
으
로
서 

다
음 

각 

목
의 

어
느 

하
나
에 

해
당
하
는 

자
를 

말
한
다
．

가
．「
在
韓
外
国
人
処
遇
基
本
法
」
第
2
条
第
3
号
の
結
婚
移
民
者
：「
재
한
외
국
인 
처
우 

기
본
법
」 

제
2
조
제
3
호
의 

결
혼
이
민
자

나
．「
国
籍
法
」
第
4
条
に
よ
っ
て
帰
化
の
許
可
を
得
っ
た
者
：「
국
적
법
」 

제
4
조
에 

따
라 
귀
화
허
가
를 

받
은 

자

3
．〝
児
童
・
青
少
年
と
は
24
歳
以
下
の
者
を
い
う
："

아
동
ㆍ
청
소
년"

이
란 

24
세 

이
하
인 

사
람
을 
말
한
다
．

（「
多
文
化
家
族
支
援
法
改
訂
：
二
〇
一
一
年
四
月
四
日
改
訂
、
二
〇
一
一
年
一
〇
月
五
日
施
行
」
법
제
처
／
国
家
法
令
情
報
セ
ン
タ
ー
）
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国
籍
別
と
し
て
は
、
韓
国
系
中
国
人
（
中
国
朝
鮮
族
）
三
四
・
九
％
、
中
国
二
四
・
二
％
、
ベ
ト
ナ
ム
一
九
％
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
五
・
五
％
の
順
で
あ
っ
た
。

二
）
結
婚
移
民
者
（
国
際
結
婚
）
と
ビ
ザ
発
給
要
件
の
強
化
問
題

韓
国
法
務
部
は
、
二
〇
一
三
年
一
〇
月
一
〇
日
出
入
国
管
理
法
施
行
規
則　

第
9
条（

7
）を

改
訂
し
、
二
〇
一
四
年
四
月
一
日
に
全
面
施
行
し
た
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
国
際

結
婚
移
住
者
を
対
象
に
基
礎
水
準
以
上
の
韓
国
語
を
駆
使
で
き
る
か
ど
う
か
、
国
際
結
婚
移
住
者
の
安
定
的
な
定
着
の
た
め
に
配
偶
者
が
韓
国
で
一
定
以
上
の
所
得
水
準

と
住
居
空
間
が
確
保
で
き
て
い
る
の
か
な
ど
を
審
査
す
る
。
す
な
わ
ち
住
居
空
間
が
な
い
か
、
所
得
水
準
が
一
定
の
水
準
に
達
し
て
な
い
場
合
、
婚
姻
ビ
ザ
発
給
は
制
限

さ
れ
る
。
国
際
結
婚
移
住
者
の
招
聘
制
度
期
間
も
五
年
以
内
一
回
と
し
（
既
存
で
は
二
回
ま
で
）
国
際
結
婚
移
住
者
の
国
籍
ま
た
は
永
住
資
格
を
取
得
し
た
場
合
で
も
、

三
年
以
内
に
他
の
外
国
人
を
結
婚
移
住
者
と
し
て
招
聘
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
よ
う
に
し
た
。

こ
れ
は
国
結
婚
ビ
ザ
の
発
給
要
件
を
強
化
す
る
と
い
う
方
向
で
、
国
際
結
婚
制
度
（
婚
姻
ビ
ザ
）
を
悪
用
す
る
、
ま
た
は
そ
の
よ
う
な
動
き
を
事
前
に
遮
断
す
る
た
め

と
い
う
、趣
旨
と
し
て
は
合
理
性
が
あ
る
と
言
え
る
が
、具
体
的
な
妥
当
性
を
考
慮
し
な
い
ま
ま
一
律
的
に
こ
の
よ
う
な
基
準
を
、す
べ
て
の
例
に
一
方
的
に
適
用
す
れ
ば
、

人
間
の
最
も
根
本
的
な
尊
厳
を
制
限
す
る
こ
と
に
な
り
、
国
際
結
婚
移
民
者
の
人
権
侵
害
に
繋
が
る
可
能
性
と
な
り
か
ね
な
い
。
ま
た
人
間
の
「
幸
福
追
求
権
」
に
違
反

す
る
お
そ
れ
も
あ
る
。

仮
に
婚
姻
申
告
を
行
っ
た
と
し
て
も
、
強
化
さ
れ
た
要
件
に
よ
っ
て
ビ
ザ
発
給
が
拒
否
さ
れ
る
場
合
が
必
然
的
に
増
え
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
外
国
人
配
偶
者
の
婚

姻
関
係
の
事
実
が
立
証
さ
れ
て
も
、
経
済
的
条
件
お
よ
び
韓
国
語
能
力
に
よ
っ
て
は
、
韓
国
に
入
国
で
き
な
く
な
る
ケ
ー
ス
が
発
生
す
る
か
、
ま
た
は
既
に
婚
姻
関
係
を

解
消
す
る
方
法
が
現
実
的
に
難
し
く
な
っ
て
お
り
、
事
実
上
追
加
的
な
問
題
が
次
々
と
発
生
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

例
え
ば
韓
国
の
出
入
国
管
理
法
第
24
条
（
出
入
国
管
理
法
だ
24
条
「
在
留
資
格
変
更
許
可
」
①
大
韓
民
国
に
滞
留
す
る
外
国
人
は
、
そ
の
在
留
資
格
と
異
な
る
滞
留
資

格
で
活
動
を
行
い
た
い
場
合
は
、
事
前
に
法
務
部
長
官
の
在
留
変
更
許
可
を
得
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）
に
よ
る
と
、
大
韓
民
国
に
在
留
す
る
外
国
人
が
婚
姻
す
る
場
合
、

法
務
部
長
官
に
婚
姻
ビ
ザ
（
F
‐
6
）
の
変
更
申
請
が
可
能
で
あ
る
。
し
か
し
法
務
部
は
、
婚
姻
ビ
ザ
と
し
て
変
更
申
請
を
行
う
場
合
は
、
原
則
的
に
韓
国
国
内
で
の
ビ

ザ
変
更
は
不
可
能
で
、
自
分
の
出
身
国
（
本
国
）
に
出
国
し
た
後
、
ビ
ザ
の
申
請
手
続
き
を
し
な
い
と
い
け
な
い
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
既
に
韓
国
社
会
で
生
活
の
基
盤

を
お
く
、
ま
た
社
会
経
済
的
に
生
活
の
継
続
や
韓
国
内
で
の
日
常
生
活
の
根
拠
を
有
す
る
外
国
人
が
、
韓
国
人
の
配
偶
者
と
結
婚
す
る
場
合
、
こ
の
よ
う
に
生
活
の
断
絶

と
共
に
、
長
期
間
韓
国
を
離
れ
て
、
再
度
韓
国
に
入
国
す
る
為
の
時
間
と
、
入
国
許
可
の
ハ
ー
ド
ル
を
越
え
な
け
れ
ば
、
場
合
に
よ
っ
て
は
韓
国
社
会
に
入
れ
な
く
な
る
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リ
ス
ク
を
負
え
な
い
と
い
け
な
い
故
の
人
権
侵
害
の
問
題
が
絡
ん
で
い
る
と
い
え
る
。

三
）
婚
姻
ビ
ザ
変
更
の
困
難

韓
国
の
出
入
国
管
理
法　

第
24
条（

8
）に

よ
る
と
、
大
韓
民
国
に
滞
留
す
る
外
国
人
が
婚
姻
を
す
る
場
合
、
法
務
部
長
官
に
婚
姻
関
係
ビ
ザ
（
F
‐
6
）
に
変
更
す
る
申
請

が
可
能
で
あ
る
。
し
か
し
法
務
部
は
、
婚
姻
ビ
ザ
へ
の
変
更
申
請
を
行
う
場
合
、
原
則
と
し
て
韓
国
で
は
な
く
、
本
国
（
出
身
国
）
に
出
国
し
た
後
、
ビ
ザ
申
請
手
続
き

を
行
う
よ
う
に
し
て
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
手
続
き
に
沿
え
ば
、
実
際
す
で
に
韓
国
社
会
で
在
留
し
て
い
る
外
国
人
が
、
配
偶
者
を
迎
え
国
際
結
婚
を
す
る
場
合
、
生
活
の

基
盤
が
あ
る
韓
国
で
の
生
活
を
一
時
的
に
断
念
し
、
韓
国
を
離
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
そ
の
期
間
も
長
期
に
わ
た
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
再
度
韓
国
に
入
国
さ
え

で
き
な
く
な
る
こ
と
も
あ
り
得
る
。
こ
の
よ
う
な
婚
姻
関
係
の
変
更
及
び
査
証
申
請
の
不
便
さ
や
リ
ス
ク
は
、
す
べ
て
法
制
度
の
合
理
的
な
判
断
を
欠
い
た
も
の
で
、
結

局
は
外
国
人
の
人
権
を
侵
す
可
能
性
に
対
す
る
事
前
方
策
が
非
常
に
乏
し
い
も
の
で
あ
る
。

四
）
移
住
労
働
者
の
具
体
的
な
人
権
侵
害
の
事
例

二
〇
一
四
年
二
月
韓
国
の
ア
フ
リ
カ
芸
術
博
物
館
で
働
い
て
い
た
移
住
労
働
者
一
二
人
た
ち
が
、「
私
た
ち
は
獣
で
は
な
い
」
と
叫
び
な
が
ら
、
未
払
い
賃
金
の
支
払
い

を
要
求
し
た
こ
と
を
契
機
に
、
外
国
人
支
援
団
体
が
事
業
場
を
訪
問
、
現
場
調
査
を
行
う
過
程
で
、
移
住
労
働
者
た
ち
の
劣
悪
な
勤
務
環
境
や
勤
務
条
件
及
び
人
種
差
別

な
ど
の
総
合
的
な
人
権
侵
害
の
問
題
が
発
覚
し
た
事
件
で
あ
る（

9
）。

ア
フ
リ
カ
芸
術
博
物
館
移
住
労
働
者
た
ち
は
、Z

im
babw

e

か
ら
公
演
芸
術
（
興
行
）
ビ
ザ
で
韓
国
に
入
国
し
た
人
た
ち
で
、
長
ら
く
劣
悪
な
勤
務
条
件
の
も
と
で
労

働
を
強
い
ら
れ
、
例
え
ば
現
場
で
怪
我
を
し
て
も
、
ま
と
も
な
治
療
も
受
け
さ
せ
ら
れ
ず
、
真
冬
で
も
ア
フ
リ
カ
の
原
住
民
の
服
装
の
ま
ま
野
外
公
演
を
強
行
さ
せ
ら
れ

た
り
、
非
人
間
的
な
待
遇
を
う
け
た
事
実
が
明
ら
か
に
な
っ
た
事
件
で
あ
る
。
特
に
説
明
も
理
由
も
な
く
賃
金
を
半
分
に
カ
ッ
ト
し
、
男
女
七
人
を
一
つ
の
部
屋
に
強
制

的
に
寝
泊
ま
り
を
さ
せ
た
こ
と
、
外
国
人
支
援
関
係
者
が
調
査
の
た
め
事
業
場
の
寝
泊
ま
り
部
屋
を
確
認
し
た
と
こ
ろ
、
真
冬
に
も
暖
房
が
な
く
、
壁
紙
は
ネ
ズ
ミ
に
食

い
ち
ぎ
ら
れ
た
状
態
で
、
さ
ら
に
部
屋
は
韓
国
の
床
暖
房
シ
ス
テ
ム
の
オ
ン
ド
ル
で
は
あ
っ
た
が
、
部
屋
の
床
の
中
央
部
分
が
陥
没
し
、
穴
が
開
い
た
屋
根
か
ら
雨
水
が

た
ま
っ
た
状
況
だ
っ
た
と
い
う
、
実
に
悲
惨
な
住
居
環
境
で
あ
っ
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
事
件
で
あ
る（

10
）。
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三
．
国
家
人
権
委
員
会

次
に
、
そ
も
そ
も
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
ど
の
よ
う
な
組
織
で
あ
り
、
誕
生
か
ら
今
日
ま
で
同
委
員
会
が
、
い
か
に
外
国
人
の
人
権
侵
害
問
題
に
関
わ
っ
て
き
た
か

を
概
観
し
て
み
る
。
最
後
に
国
家
権
力
か
ら
独
立
し
た
は
ず
の
「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
が
、
韓
国
社
会
に
お
け
る
外
国
人
の
人
権
侵
害
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な
役
割

を
果
た
し
て
い
る
か
、
い
か
な
る
課
題
を
抱
え
て
い
る
の
か
を
明
ら
か
に
し
た
い
。

一
）
設
立
過
程

二
）
国
際
社
会
に
お
け
る
国
家
人
権
組
織
の
形
態

三
）
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
の
動
向
と
国
家
人
権
委
員
会

一
）
設
立
過
程

一
九
九
一
年
パ
リ
で
開
か
れ
た
、「
第
一
次
国
家
人
権
組
織　

国
際
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ（

16
）に

参
加
し
、
国
際
的
な
人
権
保
障
構
築
の
理
論
的
な
経
験
を
し
て
き
た
こ
と
が
、

の
ち
に
国
家
人
権
委
員
会
を
立
ち
上
げ
る
一
つ
の
背
景
に
な
っ
た
。
一
九
九
三
年
ウ
ィ
ー
ン
国
連
世
界
人
権
大
会
に
参
加
し
た
韓
国
の
人
権
団
体
共
同
対
策
委
員
が
、
韓

国
政
府
に
〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
の
設
置
を
要
望
し
た
こ
と
が
は
じ
ま
り
で
あ
る（

15
）。

人
権
団
体
共
同
対
策
委
員
会
に
よ
っ
て
、国
際
社
会
で
論
議
さ
れ
て
き
た
「
人
権
機
構
」

の
概
念
や
必
要
性
が
、
韓
国
社
会
に
お
い
て
次
第
に
浸
透
し
広
ま
っ
た
と
言
え
る
。
一
九
九
六
年
一
二
月
、
当
時
の
大
統
領
選
挙
公
約
と
し
て
金
大
中
が
登
場
し
、
選
挙

公
約
に
取
り
入
れ
ら
れ
た
。

国
家
人
権
委
員
会
が
で
き
る
ま
で
、韓
国
社
会
で
人
権
侵
害
に
お
け
る
解
決
手
段
は
、主
に
韓
国
憲
法
に
則
し
た
法
的
判
断
（
裁
判
主
義
）
に
委
ね
ら
れ
た
歴
史
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
社
会
的
な
仕
組
み
は
主
に
法
務
部
を
中
心
に
、
政
策
及
び
実
務
レ
ベ
ル
で
長
い
間
構
築
さ
れ
て
き
た
。

当
初
、
韓
国
の
法
務
部
は
「
国
家
人
権
委
員
会
」
の
設
置
に
非
常
に
消
極
的
で
あ
っ
た
。
そ
の
理
由
と
し
て
は
、
法
務
部
を
中
心
と
し
て
法
体
系
や
組
織
を
政
府
が
統

制
し
て
お
き
た
い
こ
と
、
さ
ら
に
〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
と
い
う
組
織
を
法
務
部
傘
下
に
置
き
た
い
と
い
う
政
策
的
な
思
惑
が
あ
っ
た
た
め
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
金
大
中
政
権
（
第
一
五
代
大
統
領
：
一
九
九
八
年
〜
二
〇
〇
三
年
歴
任
）
の
も
と
、
国
政
重
点
課
題
に
含
ま
れ
て
本
格
的
に
政
策
論
議
さ
れ
、
設
立
に
向
け
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て
推
進
さ
れ
た
と
い
う
経
緯
が
あ
り
、
法
務
部
が
初
案
を
作
っ
た
「
国
家
人
権
委
員
会
法
案
」
が
提
出
さ
れ
た
。
一
方
、
在
野
を
中
心
に
市
民
運
動
活
動
家
た
ち
や
七
〇

あ
ま
り
の
人
権
団
体
が
一
致
団
結
し
て
作
っ
た
連
合
体
組
織
が
「
正
し
い
人
権
機
構
を
実
現
す
る
た
め
の
民
間
団
体
共
同
対
策
委
員
会
」
で
あ
る
。

結
局
、当
時
の
与
党
が
発
議
し
た
国
家
人
権
委
員
会
法
案
が
修
正
を
へ
て
、二
〇
〇
一
年
四
月
三
〇
日
に
国
家
人
権
委
員
会
法
が
国
会
を
通
過
し
、翌
月
に
同
法
が
制
定
・

発
効
さ
れ
、二
〇
〇
一
年
一
一
月
二
五
日
に
正
式
に
発
足
し
た
。
当
初
の
法
務
部
案
の
〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
を
法
務
部
傘
下
に
置
く
と
い
う
文
言
を
削
除
し
、か
つ
立
法
・

司
法
・
行
政
ど
こ
に
も
属
し
な
い
と
う
代
案
で
国
会
審
議
を
経
た
。
こ
れ
は
市
民
た
ち
か
ら
す
べ
て
支
持
さ
れ
た
格
好
で
の
国
会
通
過
で
は
な
か
っ
た
が
、
政
府
機
関
か

ら
独
立
し
た
組
織
と
す
る
方
向
で
国
会
で
審
議
さ
れ
た
こ
と
に
は
意
味
が
あ
る
と
言
え
よ
う
。

一－

一
）
国
家
人
権
委
員
会
の
組
織
は
、
メ
ン
バ
ー
構
成
と
し
て
委
員
長
一
名
（
委
員
か
ら
単
数
推
薦
で
、
大
統
領
が
委
員
長
を
指
名
す
る
）
と
常
任
委
員
三
名
、
非
常

任
委
員
七
名
な
ど
計
一
一
名
（
全
員
委
員
会
決
定
構
造
）
の
構
図
で
あ
る
。
社
会
の
多
様
な
側
面
と
現
実
を
考
慮
し
た
と
い
う
側
面
で
は
、
肯
定
的
に
考
え
ら
れ
る
人
数

だ
が
、
必
ず
し
も
こ
の
数
が
妥
当
で
あ
る
か
ど
う
か
は
疑
問
が
残
る
。

大
統
領
は
大
統
領
枠
と
し
て
四
人
を
指
名
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
国
会
か
ら
は
、
与
野
党
推
薦
枠
と
い
う
名
目
で
四
人
を
選
出
す
る
。
最
後
に
大
法
院
長
指
名
枠

と
し
て
三
人
を
任
命
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
全
員
委
員
会
は
一
一
人
す
べ
て
が
委
員
会
へ
の
参
加
を
義
務
付
け
ら
れ
て
お
り
、
重
大
な
人
権
侵
害
審
議
や
人
権
政
策
の
決

定
な
ど
が
主
な
役
割
で
あ
る
。
ま
た
常
任
委
員
と
い
う
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
は
、
下
部
委
員
会
を
指
揮
統
制
す
る
機
能
が
あ
り
、
常
任
委
員
会
は
三
〜
五
人
に
よ
る
委
員
会
を

別
途
設
置
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

一－

二
）
組
織
と
し
て
基
本
的
な
構
図
は
、
人
権
委
員
会
は
国
家
機
関
に
所
属
し
な
い
無
所
属
機
構
で
あ
る
。
政
府
機
関
の
メ
ン
バ
ー
は
、
身
分
と
し
て
は
基
本
的
に
公

務
員
で
あ
り
、
最
高
法
体
系
で
あ
る
憲
法
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
属
す
る
場
合
が
一
般
的
で
あ
る
の
に
対
し
、〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
は
立
法
・
司
法
・
行
政
か
ら
独
立
し
た
政

府
機
構
で
あ
る
。

基
本
的
に
国
家
機
構
に
は
、
法
律
に
よ
っ
て
組
織
の
運
用
や
方
針
な
ど
が
制
約
さ
れ
る
か
、
ま
た
は
牽
制
さ
れ
る
性
格
を
持
つ
が
、〝
国
家
人
権
委
員
会
は
〞
そ
の
よ
う

な
拘
束
か
ら
は
自
由
で
あ
る
。

し
か
し
本
来
独
立
機
構
で
あ
れ
ば
、
人
事
や
予
算
も
完
全
に
中
央
政
府
か
ら
分
離
独
立
す
る
こ
と
が
前
提
の
は
ず
で
あ
る
が
、「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
の
場
合
、
組
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織
そ
の
も
の
は
中
央
政
府
組
織
に
属
し
な
い
も
の
の
、
予
算
と
人
事
だ
け
は
政
府
に
属
す
形
態
で
あ
る（

17
）。

〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
は
ソ
ウ
ル
に
本
部
が
あ
り
、
地
方
に
四
か
所
の
支
部
を
設
置
し
、
支
部
の
人
事
は
基
本
的
に
ソ
ウ
ル
の
本
部
で
選
任
す
る
構
図
で
あ
る
。
支
部
の

メ
ン
バ
ー
構
成
は
、
地
方
で
最
初
に
開
所
し
た

山
支
部
の
場
合
、
所
長
一
人
を
含
め
計
八
人
で
運
営
し
て
い
る
。

山
支
部
の
場
合
は
離
島
で
あ
り
、
観
光
地
と
し
て

知
ら
れ
て
い
る
済
州
道
ま
で
が
範
囲
で
あ
る
。
大
邱
支
部
は

山
と
同
じ
く
八
人
態
勢
で
、
光
州
お
よ
び
最
後
（
二
〇
一
四
年
一
〇
月
一
五
日
）
に
支
部
が
で
き
た
大
田

の
場
合
、
七
人
の
メ
ン
バ
ー
で
地
域
の
人
権
問
題
に
対
応
し
て
い
る
。

一－

三
）
国
家
人
権
委
員
会
に
は
主
な
機
能
が
三
つ
あ
る
。

人
権
政
策
の
要
に
な
る
主
な
三
つ
の
機
能
と
は
、
①
調
査
と
救
済
、
②
教
育
及
び
広
報
、
③
国
内
外
の
協
力
関
係
で
あ
る
。

①　
「
調
査
と
救
済
」
は
、
国
家
人
権
委
員
会
で
最
も
重
要
で
包
括
的
な
機
能
で
あ
る
。〝
調
査
〞
と
は
、
重
大
な
人
権
侵
害
が
行
わ
れ
た
場
合
、
専
門
の
調
査
委
員
が
人

権
侵
害
が
行
わ
れ
た
現
場
お
よ
び
加
害
者
と
被
害
者
を
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
権
限
で
真
相
究
明
し
、
そ
の
結
果
を
〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
に
報
告
し
た
後
、
本
部
か
ら

し
か
る
べ
き
救
済
措
置
を
確
保
実
施
す
る
こ
と
で
あ
る
。

 

調
査
に
至
る
ま
で
は
、
ま
ず
同
委
員
会
に
お
け
る
相
談
が
先
決
要
件
で
、
相
談
に
は
有
・
無
線
を
問
わ
ず
、
す
べ
て
の
交
信
媒
体
を
用
い
て
行
わ
れ
る
。
例
え
ば
固
定

電
話
を
は
じ
め
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
トFax

及
び
書
信
（
手
紙
な
ど
）
に
よ
る
相
談
も
受
け
付
け
る
。
相
談
窓
口
や
相
談
で
使
わ
れ
る
言
語
は
基
本
的
に
韓
国
語
が
メ
イ

ン
で
あ
る
が
、
外
国
人
の
た
め
英
語
の
ほ
か
に
幾
つ
か
の
言
語
を
予
定
し
て
い
る
が
、
今
の
と
こ
ろ
中
国
語
・
ロ
シ
ア
語
・
日
本
語
・
タ
イ
語
・
ベ
ト
ナ
ム
語
ぐ
ら
い

し
か
な
く
、
そ
の
数
は
決
し
て
多
い
と
は
言
え
な
い
。

②　
「
教
育
と
広
報
」
の
機
能
と
は
、
国
家
人
権
委
員
会
法
第
一
九
条
で
定
め
て
あ
る
一
〇
の
業
務
の
な
ど
で
、
要
に
な
る
機
能
で
あ
る
。

 

本
来
国
家
人
権
委
員
会
は
、
国
際
人
権
法
の
国
内
的
な
人
権
擁
護
理
念
の
具
現
を
確
保
す
る
手
段
と
し
て
登
用
し
た
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
人
権
政
策
に
関

し
て
は
積
極
的
に
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
例
え
ば
人
権
関
連
の
法
令
や
政
策
の
運
用
や
用
語
な
ど
、
人
権
状
況
に
つ
い
て
理
論
的
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
か
ら
実
際
の
生

活
の
レ
ベ
ル
ま
で
、
様
々
な
形
で
意
見
表
明
や
広
報
活
動
を
行
う
。
例
え
ば
教
育
現
場
で
、
人
権
に
関
す
る
教
育
資
料
を
配
布
し
た
り
、
公
務
員
を
対
象
に
人
権
研
修

を
行
う
た
め
の
研
究
活
動
、
政
府
機
関
に
人
権
関
連
報
告
書
な
ど
を
提
出
し
た
り
、
政
策
づ
く
り
を
要
求
ま
た
は
催
促
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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人
権
教
育
の
一
環
と
し
て
、
大
学
生
を
対
象
に
人
権
を
テ
ー
マ
に
し
た
論
文
大
会
な
ど
を
開
く
こ
と
も
あ
る
。
こ
れ
以
外
に
も
海
外
の
人
権
教
育
の
研
究
資
料
や
事
例

な
ど
を
紹
介
す
る
場
合
も
あ
る
。
実
際
、
国
家
人
権
委
員
会
の
Ｈ
Ｐ
に
は
「
研
究
資
料
」
と
い
う
項
目
が
あ
り
、
同
委
員
会
が
人
権
に
関
す
る
様
々
な
研
究
デ
ー
タ
及

び
資
料
な
ど
を
、
誰
で
も
い
つ
で
も
閲
覧
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
言
葉
（
多
言
語
）
に
関
し
て
は
、
人
権
に
絡
む
用
語
の
解
釈
も
あ
り
、
実
に
多
様
な

形
で
、
様
々
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
し
て
い
る
。
国
家
人
権
委
員
会
の
年
間
予
算
の
う
ち
、「
教
育
と
広
報
」
に
割
り
当
て
ら
れ
る
比
率
は
、
全
体
の
予
算
の
三
〇
％
を

占
め
て
い
る
。

③　
「
国
内
外
か
ら
の
協
力
」
と
は
、
人
権
を
め
ぐ
る
多
様
な
立
場
や
活
動
を
行
う
個
人
ま
た
は
団
体
な
ど
協
力
し
て
、
基
本
的
に
〝
人
権
〞
を
市
民
と
と
も
に
発
展
さ
せ

て
い
く
こ
と
が
主
な
目
的
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
海
外
に
お
け
る
人
権
活
動
家
や
人
権
組
織
と
交
流
し
な
が
ら
、
互
い
の
情
報
交
換
、
人
権
政
策
や
施
策
の
動
向
な
ど

を
地
域
や
国
別
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
積
極
的
に
協
力
体
制
を
構
築
し
て
お
り
、
国
際
的
な
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
と
も
緊
密
な
関
係
を
有
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
〝
国
家
人

権
委
員
会
〞
の
職
員
や
専
門
委
員
を
、
海
外
の
人
権
機
構
に
派
遣
す
る
こ
と
も
あ
る
。
さ
ら
に
視
察
及
び
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
採
択
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
。
ま
た
国
内

的
に
は
外
国
人
の
人
権
を
支
援
す
る
組
織
や
市
民
た
ち
と
と
も
に
、
公
聴
会
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
企
画
し
た
り
共
催
す
る
こ
と
も
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
韓
国
の
「
国
家
人
権
委
員
会
」
は
、
歴
史
は
浅
い
が
こ
こ
一
〇
数
年
の
間
、
発
展
途
上
の
段
階
な
が
ら
、
試
行
錯
誤
を
経
て
韓
国
の
実
情
に
根
差
し
た
〝
国

家
人
権
委
員
会
〞
を
つ
く
る
た
め
、
様
々
な
形
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
投
入
し
て
い
る
と
言
え
る
だ
ろ
う
。
そ
も
そ
も
韓
国
社
会
で
人
権
を
守
る
機
構
と
し
て
、「
韓
国
国
家
人

権
委
員
会
」
が
誕
生
し
た
こ
と
は
、
韓
国
の
現
代
歴
史
の
中
で
も
画
期
的
な
出
来
事
だ
っ
た
。
し
か
し
発
展
途
上
で
あ
る
か
ら
こ
そ
、
課
題
が
続
出
し
て
い
る
の
も
事
実

で
あ
る
。

政
府
権
力
機
構
か
ら
分
離
独
立
し
た
組
織
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
う
え
で
、
国
家
人
権
委
員
会
の
憲
法
上
の
位
相
を
、
は
っ
き
り
高
め
る
必
要
が
あ
る
。
他
の
国
家

機
関
は
憲
法
に
定
め
て
あ
る
中
央
官
庁
と
し
て
、
各
種
の
法
律
に
基
づ
い
て
拘
束
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
同
委
員
会
は
、
法
的
に
曖
昧
な
地
位
に
あ
る
た
め
、
他
の
政
府

機
関
と
協
調
関
係
を
結
ぶ
の
が
難
し
い
と
い
う
局
面
が
あ
る
。

一
例
を
あ
げ
る
と
情
報
の
提
示
、
確
保
の
問
題
が
あ
る
。
法
務
部
が
有
し
て
い
る
外
国
人
犯
罪
や
強
制
退
去
に
関
す
る
デ
ー
タ
お
よ
び
政
策
に
つ
い
て
、〝
国
家
人
権
委

員
会
〞
単
独
で
は
、
情
報
開
示
の
要
求
を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
重
大
な
人
権
侵
害
が
あ
っ
た
場
合
の
み
、
調
査
の
一
環
と
し
て
協
力
を
要
請
す
る
こ
と
は
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可
能
で
は
あ
る
。

次
に
組
織
の
メ
ン
バ
ー
構
成
問
題
が
あ
る
。
国
家
人
権
委
員
会
発
足
以
来
、
現
在
に
い
た
る
ま
で
外
国
人
の
人
権
専
門
家
が
登
用
さ
れ
た
こ
と
は
一
度
も
な
い
。
筆
者

が
過
去
に
二
度
、
同
委
員
会
を
訪
問
（
二
〇
一
三
年
と
二
〇
一
五
年
）
し
た
際
、
同
委
員
会
の
書
記
官
と
局
長
と
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
通
じ
て
把
握
し
た
の
は
、
当
初
か

ら
外
国
人
の
人
権
専
門
家
を
受
け
入
れ
る
発
想
が
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
だ
っ
た（

18
）。

最
後
に
国
家
人
権
委
員
会
は
、「
人
権
」
に
関
し
て
勧
告
を
行
う
固
有
の
機
能
が
あ
る
。
し
か
し
国
家
人
権
委
員
会
の
、
勧
告
を
う
け
た
他
の
政
府
機
関
や
組
織
が
、
果

た
し
て
同
委
員
会
か
ら
の
勧
告
を
ど
こ
ま
で
受
容
し
、
実
際
的
な
政
策
に
反
映
し
た
か
に
つ
い
て
は
い
ま
だ
不
透
明
で
あ
る
。
勧
告
の
機
能
は
有
す
る
と
し
て
も
、
勧
告

を
受
け
る
側
が
消
極
的
で
あ
れ
ば
、
国
家
人
権
委
員
会
の
本
質
的
な
機
能
に
は
限
界
が
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
現
在
は
勧
告
の
実
用
性
と
専
門
性
を
、
一
層
高
め
な

く
て
は
な
ら
な
い
局
面
を
迎
え
て
い
る
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

二
）
国
際
人
権
条
約
機
構
と
韓
国
国
家
人
権
委
員
会

「
条
約
機
構
」
と
は
、
国
連
の
各
種
人
権
関
連
条
約
を
土
台
に
し
て
設
立
さ
れ
る
組
織
で
、
概
ね
人
権
問
題
に
詳
し
い
専
門
家
た
ち
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
か
つ
各
々
条
約

で
定
め
ら
れ
て
い
る
人
権
の
遵
守
を
監
視
す
る
役
割
も
果
た
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る（

11
）。

こ
の
組
織
は
お
よ
そ
一
〇
名
か
ら
二
三
名
程
度
の
メ
ン
バ
ー
で
構
成
さ
れ
、
①
そ
れ
ぞ
れ
の
国
と
地
域
の
「
人
権
」
に
関
係
し
た
ア
ジ
ェ
ン
ダ
を
、
該
当
国
家
か
ら
提

出
さ
れ
る
「
国
家
報
告
書
」
に
も
と
づ
い
て
審
議
し
、
そ
の
結
果
を
〝
勧
告
（R

ecom
m

en
dation

s

）
お
よ
び
最
終
見
解
（C

on
clu

din
g O

bservation
s

）〞
な
ど
と
し

て
表
明
す
る
こ
と
。
②
条
約
に
違
反
す
る
よ
う
な
人
権
侵
害
が
行
わ
れ
た
と
い
う
被
害
者
が
、
国
内
的
な
救
済
措
置
に
す
べ
て
試
み
た
上
で
解
決
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
、

該
当
人
権
委
員
会
に
陳
情
す
る
こ
と
が
で
き
る
、
個
人
請
願
（
ま
た
は
個
人
通
報
：in

dividu
al com

m
u

n
ication

s

）
な
ど
が
あ
る
。

国
連
の
人
権
機
構
は
、
個
人
請
願
に
対
す
る
見
解
（view

）
を
通
じ
て
、
当
該
国
家
に
よ
る
条
約
の
違
反
に
つ
い
て
、
独
自
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
を
明
ら
か
に
し
、
最
終
的

に
は
一
般
論
評
（G

en
eralcom

m
en

ts

）
を
公
式
的
に
発
表
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
韓
国
の
国
家
人
権
委
員
会
は
、
二
〇
〇
一
年
発
以
来
、
国
連
の
人
権
検
証
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て
毎
年
報
告
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
二
〇
一
四
年
に
は
人
権

特
別
報
告
官
に
よ
っ
て
、
韓
国
の
人
権
状
況
に
つ
い
て
、
特
に
移
住
民
に
た
ち
の
人
権
状
況
に
つ
い
て
論
評
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
。
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二－

一
）
人
権
特
別
報
告
者
に
よ
る
「
韓
国
訪
問
報
告
書
」
の
発
表

マ
ー
ガ
レ
ッ
ト
・
セ
カ
ッ
ギ
ャ
（M

rs. M
argaret S

ekaggya

）
国
連
人
権
特
別
報
告
官
は
、（special R

apporteu
r on

 th
e situ

ation
 od h

u
m

an
 righ

ts 

defen
ders

）
二
〇
一
四
年
一
月
に
国
連
人
権
委
員
会
に
提
出
さ
れ
た
公
開
報
告
書
で
、
韓
国
に
お
け
る
移
住
民
の
権
利
を
守
る
支
援
者
や
移
住
民
た
ち
の
人
権
侵
害
に
つ

い
て
、
韓
国
政
府
及
び
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
適
切
な
措
置
や
積
極
的
な
ア
ク
シ
ョ
ン
を
起
こ
さ
な
い
こ
と
に
懸
念
を
表
わ
し
た
う
え
、
特
に
外
国
人
の
人
権
や
擁
護

活
動
を
行
う
個
人
及
び
団
体
の
意
思
表
現
の
自
由
・
集
会
お
よ
び
結
社
の
自
由
が
規
制
さ
れ
た
り
、
不
利
な
法
規
範
を
適
用
さ
れ
た
り
す
る
こ
と
に
関
し
て
、
韓
国
政
府

に
書
面
で
警
告
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
内
外
的
に
公
式
的
な
ア
ナ
ウ
ン
ス
を
出
す
こ
と
も
な
く
、
国
連
か
ら
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
に
対
す

る
リ
ビ
ュ
ー
が
あ
っ
た
こ
と
だ
け
を
国
家
人
権
委
員
会
の
Ｈ
Ｐ
に
掲
載
し
た
こ
と
で
、
国
内
か
ら
批
判
さ
れ
た
経
緯
が
あ
る
。

特
に
マ
ー
ガ
レ
ッ
ト
・
セ
カ
ッ
ギ
ャ
国
連
特
別
人
権
報
告
官
は
、
韓
国
に
お
い
て
移
住
民
及
び
外
国
人
の
人
権
を
擁
護
す
る
関
係
者
の
〝
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
〞
に

対
す
る
信
頼
が
失
わ
れ
つ
つ
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
な
が
ら
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
人
権
擁
護
の
義
務
を
果
た
す
た
め
に
、
国
民
に
信
頼
さ
れ
る
組
織
で
あ
る
こ
と
、

公
正
に
人
権
監
視
活
動
を
行
う
こ
と
、
か
つ
国
か
ら
独
立
し
た
組
織
で
あ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
の
努
力
を
果
た
す
べ
き
だ
と
強
調
し
た
。

ま
た
、
彼
女
が
作
成
し
た
韓
国
に
お
け
る
人
権
年
間
報
告
書
及
び
韓
国
訪
問
リ
ポ
ー
ト
は
、

① 

韓
国
に
滞
在
し
て
い
る
間
、
韓
国
に
お
け
る
人
権
擁
護
者
活
動
家
た
ち
の
社
会
的
な
環
境
が
非
常
に
悪
く
、
特
に
二
極
化
し
た
状
態
で
、
積
極
的
に
外
国
人
の
人
権

を
擁
護
す
る
グ
ル
ー
プ
が
存
在
す
る
一
方
で
、
外
国
人
に
排
他
的
な
活
動
を
行
う
グ
ル
ー
プ
や
組
織
が
あ
る
こ
と
が
印
象
的
だ
っ
た
と
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

② 

な
ぜ
こ
の
よ
う
な
二
極
化
現
象
が
起
き
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
マ
ー
ガ
レ
ッ
ト
・
セ
カ
ッ
ギ
ャ
は
、
人
権
擁
護
者
と
国
家
機
関
の
間
に
信
頼
不
足
が
あ
り
、
共
に
意

思
と
表
現
の
自
由
、
平
和
な
集
会
と
結
社
な
ど
基
本
的
な
「
人
権
」
を
規
律
す
る
法
体
系
や
運
用
に
重
大
な
欠
点
が
あ
る
と
い
う
こ
と
が
原
因
で
あ
る
と
い
う
見
解

を
表
明
し
た
。

③ 

韓
国
の
国
家
安
保
と
多
文
化
主
義
政
策
の
間
の
二
律
背
反
的
な
関
係
の
中
に
、「
人
権
」
を
積
極
的
に
擁
護
す
る
環
境
と
条
件
が
確
保
し
難
い
原
因
が
あ
る
と
指
摘
し

た
。

④ 

人
権
擁
護
活
動
家
た
ち
や
外
国
人
の
人
権
を
考
え
る
市
民
た
ち
及
び
利
害
関
係
者
た
ち
が
協
議
し
合
う
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築
に
、
韓
国
の
国
家
人
権
委
員
会
が
積
極

的
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
こ
と
な
ど
を
詳
細
に
指
摘
し
た（

12
）。
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Ｕ
Ｎ
人
権
理
事
会
の
定
期
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
市
民
た
ち
ま
た
は
非
政
府
組
織
と
し
て
市
民
団
体
が
国
連
経
済
社
会
理
事
会
（
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
）
に
参
加
し
て
発
言
を
行

う
こ
と
が
で
き
る
。
国
連
経
済
社
会
理
事
会
で
は
、非
政
府
組
織
（
Ｎ
Ｇ
Ｏ
）
や
民
間
団
体
や
市
民
た
ち
が
、公
式
的
に
国
連
経
済
社
会
理
事
会
に
登
録
し
、認
定
さ
れ
る
と
、

「
協
議
地
位:C

onsultative S
tatus

」
が
付
与
さ
れ
る
。「
協
議
地
位
」
が
認
め
ら
れ
た
、各
々
の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
民
間
組
織
（
市
民
団
体
な
ど
）
は
、Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
（U

n
ited 

N
ation

s E
con

om
ic an

d social C
ou

n
cil

）
の
傘
下
団
体
の
各
種
会
議
で
、
自
分
た
ち
の
関
心
分
野
（T

h
em

es th
at citizen

s an
d N

G
O

s in
terested in

）
に
つ

い
て
、
ア
ピ
ー
ル
す
る
機
会
を
得
る
こ
と
が
可
能
だ
。
そ
も
そ
も
〝
協
議
的
地
位:C
on

su
ltative S

tatu
s

〞
に
は
、「
包
括
（
一
般
）：G

en
eral

」・「
特
別special

」・「
登

録
：R

oster

」
と
い
う
三
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
分
け
ら
れ
て
い
て
、〝
特
別
協
議
地
位
：S

pecial C
on

su
ltative S

tatu
s

〞
の
場
合
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
に
議
題
そ

の
も
の
を
提
案
で
き
る
権
限
は
な
い
も
の
の
、
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
提
案
さ
れ
た
議
題
に
発
言
を
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
傘
下
組
織
で
行
わ
れ

る
各
々
の
会
議
で
は
、
制
限
な
し
の
発
言
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

〝
登
録
協
議
地
位
〞：R

oster C
on

su
ltative statu

s

は
、
主
に
特
定
の
専
門
分
野
に
関
し
て
、
国
際
機
関
で
あ
る
、「
世
界
食
糧
農
業
機
構
：
Ｆ
Ａ
Ｏ
（F

ood an
d 

A
gricu

ltu
re O

rgan
ization

 of th
e U

n
ited N

ation
s

）」・「
世
界
保
健
機
構
：
Ｗ
Ｈ
Ｏ
（W

orld H
ealth

 O
rgan

ization

）」
な
ど
の
組
織
と
緊
密
な
関
り
を
持
つ
市

民
団
体
な
ど
に
付
与
す
る
地
位
で
あ
る
。
最
後
に
、〝
一
般
協
議
地
位
〞：G

en
eral C

on
su

ltative statu
s

を
付
与
さ
れ
た
市
民
や
非
政
府
機
構
は
、
国
連
主
催
ま
た
は

国
連
会
議
や
、
そ
の
準
備
会
議
（
予
備
会
議
）
に
参
加
し
、
意
見
を
提
示
す
る
資
格
を
有
す
る
地
位
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
協
議
地
位
説
明
が
あ
る
場
合
、セ
ッ
シ
ョ
ン
の
主
題
と
関
連
し
た
口
頭
発
言
が
認
め
ら
れ
る
。国
連
で
韓
国
か
ら
参
加
者
が
発
言
を
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
が
、

主
に
政
治
的
な
（
国
家
保
安
法
撤
廃
の
必
要
性
）
イ
シ
ュ
ー
や
組
合
へ
の
弾
圧
及
び
国
家
情
報
院
に
よ
る
情
報
操
作
や
市
民
監
視
な
ど
の
問
題
が
発
表
さ
れ
た
も
の
の
、

残
念
な
が
ら
多
文
化
政
策
や
移
住
者
の
人
権
状
況
に
つ
い
て
の
報
告
は
一
つ
も
な
か
っ
た
。

こ
れ
と
は
対
照
的
に
韓
国
人
権
委
員
会
の
動
き
と
し
て
は
、
陳
情
の
受
付
及
び
処
理
に
関
し
て
、
国
家
政
策
に
反
し
て
い
る
か
ど
う
か
と
は
関
係
な
く
、
公
正
に
処
理

を
行
っ
て
お
り
、
障
害
者
支
援
団
体
に
よ
っ
て
国
家
人
権
委
員
会
が
入
っ
て
い
る
建
物
の
屋
上
を
占
拠
し
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
た
際
、
同
委
員
会
が
非
常
口

を
閉
め
、
送
電
を
遮
断
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
自
分
た
ち
は
政
府
が
斡
旋
し
た
建
物
を
借
り
て
い
る
立
場
な
の
で
、
直
接
的
な
責
任
は
な
い
と
主
張
し
た
事
例
が
あ
る
。

こ
の
事
例
も
国
連
で
報
告
さ
れ
た（

13
）。
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二－

二
）
駐
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
韓
国
代
表
部
・
国
家
人
権
委
員
会
関
係
者
と
の
面
談

「
大
韓
弁
護
士
協
会
」
に
所
属
し
、
特
に
外
国
人
人
権
に
関
心
を
持
つ
弁
護
士
た
ち
は
、
二
〇
一
四
年
三
月
一
〇
日
、
国
連
人
権
理
事
会
に
参
席
す
る
た
め
に
訪
れ
た
ジ
ュ

ネ
ー
ブ
で
「
駐
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
韓
国
代
表
部
」
参
事
官
と
、さ
ら
に
政
務
大
使
と
面
談
し
た
。
韓
国
に
お
け
る
〝
外
国
人
人
権
〞
擁
護
者
と
関
連
し
た
イ
ベ
ン
ト
が
あ
る
の
で
、

政
府
を
代
表
し
て
参
加
し
て
ほ
し
い
と
「
大
韓
弁
護
士
協
会
」
の
名
前
で
公
式
的
に
要
請
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
不
参
加
の
意
を
表
明
し
た
こ
と
に
遺
憾
の
意
を
伝
え

た
経
緯
が
あ
る
。

結
局
、
韓
国
政
府
関
係
者
と
当
事
者
で
あ
る
「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
は
同
委
員
会
に
対
す
る
国
連
人
権
委
員
会
か
ら
の
懸
念
や
指
摘
に
つ
い
て
、「
韓
国
国
家
人
権

委
員
会
」
の
活
動
や
同
委
員
会
が
直
面
し
て
い
る
現
実
や
政
治
的
な
状
況
（
南
北
関
係
な
ど
）
な
ど
を
あ
げ
て
弁
明
に
努
め
、
外
国
人
の
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
同
委
員

会
を
は
じ
め
、
韓
国
政
府
レ
ベ
ル
で
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
を
述
べ
る
に
と
ど
ま
っ
た（

14
）。

三
）「
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
の
動
向
と
国
家
人
権
委
員
会
」

二
〇
一
三
年
九
月
三
〇
日
を
基
準
と
す
る
と
、
韓
国
社
会
に
滞
在
し
て
い
る
外
国
人
登
録
者
は
一
、五
八
四
、五
二
四
名
で
、
現
在
の
住
民
登
録
者
（
韓
国
人
と
外
国
人
）

（
26
）

の
う
ち
お
よ
そ
三
％
を
占
め
る
。
こ
の
う
ち
外
国
人
移
住
者
、
主
に
労
働
者
と
し
て
短
期
就
業
可
能
な
査
証
所
持
者（

27
）は

五
四
五
、四
一
六
名
で
、
全
体
の
三
四
・
四
％
を
占

め
る
。
そ
の
中
で
も
国
際
結
婚
移
住
者
は
一
五
〇
、五
七
四
名
で
、
全
体
の
九
・
五
％
（
女
性
が
約
八
五
・
六
％
）
を
占
め
る
。

韓
国
政
府
は
女
性
の
低
出
産
・
高
齢
化
な
ど
に
よ
る
人
口
構
造
の
変
化
に
伴
う
経
済
生
産
人
口
の
減
少
に
よ
り
、
今
後
は
外
国
人
人
材
の
受
け
入
れ
を
避
け
て
は
通
れ

な
い
と
い
う
認
識
の
も
と
、
移
民
政
策（

28
）の

変
化
は
不
可
避
的
な
政
策
で
あ
る
と
い
う
立
場
で
あ
る
。
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
に
関
し
て
は
、
法
務
部
を
中
心
に
論
議
し
て

い
る
が
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
が
積
極
的
に
こ
れ
に
対
応
す
る
政
策
を
た
て
て
い
る
と
は
見
ら
れ
な
い
。

例
え
ば
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
と
、
多
文
化
政
策
関
連
政
策
に
用
い
ら
れ
る
用
語
に
関
し
て
、
韓
国
の
法
務
部
は
公
式
的
に
は
「
移
民
」
と
い
う
用
語
を
使
わ
な
い
が
、

市
民
レ
ベ
ル
で
は
外
国
人
を
支
援
す
る
団
体
や
Ｎ
Ｇ
Ｏ
に
お
い
て
、「
移
民
」
と
い
う
言
葉
を
使
用
し
て
い
る
現
実
が
あ
る
。
学
会
な
ど
で
も
普
通
に
「
移
民
」
と
い
う
用

語
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
女
性
家
族
部
で
は
、
正
式
に
使
用
し
て
い
る
「
多
文
化
家
庭
」
お
よ
び
「
多
文
化
家
族
」、「
結
婚
移
住
民
」
に
「
国
際
結
婚
移
民
者
又

は
移
住
者
」
な
ど
を
混
用
し
、
政
策
用
語
と
し
て
使
っ
て
い
る
。
し
か
し
こ
れ
ら
の
用
語
は
概
念
的
、
ま
た
政
策
の
現
実
に
合
致
し
て
い
な
い
。
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法
務
部
を
は
じ
め
韓
国
政
府
の
公
式
的
な
立
場
は
、
韓
国
は
単
純
労
働
移
民
を
受
け
入
れ
る
国
で

は
な
い
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
政
府
に
対
す
る
勧
告
の
権
限
を
有
し
て
い
る
「
国

家
人
権
委
員
会
」
は
、
組
織
が
で
き
て
か
ら
今
に
至
る
ま
で
、
一
度
も
政
策
用
語
に
つ
い
て
是
正
や

解
釈
の
限
界
を
表
明
し
た
こ
と
が
な
い
。「
移
民
者
」
の
人
権
と
「
移
住
者
」
の
人
権
が
意
味
す
る

も
の
は
、
言
葉
の
意
味
と
し
て
全
く
違
う
か
ら
で
あ
る
。
以
下
の
表
は
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
の
流

れ
と
、
国
家
人
権
委
員
会
の
関
係
を
簡
略
に
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。

そ
も
そ
も
韓
国
社
会
に
お
い
て
本
格
的
に
、
外
国
人
が
集
団
で
労
働
戦
力
と
し
て
参
入
す
る
よ
う

に
な
っ
た
の
は
、
一
九
九
一
年
一
〇
月
に
で
き
た
「
海
外
企
業
研
修
制
度
の
拡
大
」
と
い
う
政
策
で

あ
る
。
当
時
韓
国
の
財
閥
を
中
心
に
、
企
業
団
体
に
よ
っ
て
政
府
に
外
国
人
労
働
者
を
積
極
的
に
受

け
入
れ
て
ほ
し
い
と
い
う
要
望
を
う
け
、
そ
れ
に
国
が
答
え
る
形
で
「
海
外
投
資
企
業
研
修
制
度
」

を
拡
大
し
た
と
い
う
の
が
実
情
で
あ
る
。
し
か
し
こ
の
段
階
で
は
、
経
済
界
も
政
府
関
係
者
も
外
国

人
を
い
つ
、
ど
れ
ぐ
ら
い
の
規
模
で
受
け
入
れ
る
か
に
は
関
心
が
な
く
、
実
際
に
韓
国
社
会
に
流
入

し
て
く
る
外
国
人
の
「
人
権
」
に
つ
い
て
は
、
全
く
と
い
っ
て
い
い
ほ
ど
無
関
心
で
あ
っ
た
。
こ
の

よ
う
な
流
れ
を
う
け
て
、
一
九
九
三
年
一
一
月
に
は
「
団
体
推
薦
形
」
産
業
研
修
生
制
度
の
開
始
が

始
ま
っ
た
が
、
こ
れ
は
主
に
中
小
企
業
生
産
現
場
（
従
業
人
三
〇
〇
人
以
下
の
中
小
企
業
ま
で
拡
大

さ
れ
た
対
象
）
に
、
外
国
人
労
働
力
を
投
入
す
る
の
が
目
的
だ
っ
た
。
そ
れ
ま
で
は
大
企
業
に
雇
用

さ
れ
た
、
外
国
人
労
働
者
の
労
働
環
境
や
勤
務
条
件
に
つ
い
て
も
、
企
業
側
の
努
力
や
組
合
の
労
働

環
境
チ
ェ
ッ
ク
な
ど
、
そ
れ
な
り
に
一
定
の
働
き
が
あ
っ
た
た
め
、
賃
金
の
未
払
い
や
勤
務
条
件
の

ご
ま
か
し
な
ど
の
大
き
な
問
題
が
、
社
会
的
に
大
き
く
取
り
上
げ
ら
れ
る
よ
う
な
状
況
で
は
な
か
っ

た
。（
事
業
体
規
模
別
海
外
投
資
企
業
研
修
生
の
雇
用
実
態
を
み
る
と
、
一
〇
〇
〜
二
九
九
人
規
模

の
事
業
体
が
、
全
体
の
二
七
・
九
％
と
し
て
一
番
多
く
そ
の
次
が
、
三
〇
〇
〜
四
九
九
人
規
模

外国人受け入れ政策の動向と国家人権員会の関係
区
分
1980
年代

国家人権
委員会

1990 年代 国家人権
委員会

2000 年～現在 国家人権
委員会

歴
史

80 年 代 末
高度経済成
長に伴い人
材難

不在
人権意識
高まる

91, UN加入・
97 IMF 経 済
危機

不在
主に平和活
動 NGO
33

社会統合政策の一環
として、外国人受け
入れ政策を多様化す
る（多文化政策）

2001 年国家人権
委員会設立
移住民支援 NGOの数
は 33 に及ぶ

社
会

不法就業
外国人勤労
者導入の必
要性が台頭
88 年 北 方
政策

市民運動
レベルで
も外国人
人権意識
不在

外国人受け入
れ政策樹立に
関する審議

人権運動活
発・選挙公
約

2000 年産業就業制
度・先端技術外国人
人材積極誘致戦略

はじめは、市民運動出
身又は法律専門家及び
人権活動家らによっ
て、積極的に国家人権
委員会に賛同・参加す
る

経
済

80 民 主 化
運 動・88
オリンピッ
ク移民送出
国から流入
国に変貌

91, 海外投資
企業研修生制
度・93 外 国
人産業研修
生・97 海 外
移住法など

国際社会に
韓国の人権
状況や政策
不在を積極
的に発信

04 年雇用許可制
産業研修生制と並
行・06 年結婚移住
者家族の社会統合・
07 訪問就業制・在
韓外国人処遇法など

2012 年は国家人権機
構評価等級で、A評価
をうけるものの、現在
は評価保留という状況
（予算・人員・政策の
後退などが原因）
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（
一
四
・
二
％
）、
五
〇
〇
〜
九
九
九
人
規
模
及
び
一
〇
〜
二
九
人
の
規
模
は
そ
れ
ぞ
れ

一
〇
・
三
％
、
一
〇
・
一
％
で
あ
っ
た
。
規
模
だ
け
み
る
と
、
外
国
人
労
働
者
（
海
外
投
資
企

業
研
修
生
）
を
雇
用
し
た
業
界
は
、
主
に
大
手
企
業
だ
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。）

し
か
し
「
団
体
推
薦
型
」
産
業
研
修
生
制
度
が
定
着
す
る
と
、零
細
企
業
や
町
工
場
の
現
場
で
、

人
権
侵
害
に
な
る
よ
う
な
様
々
な
問
題
が
生
じ
始
め
た
。
実
際
、
こ
の
時
期
か
ら
民
間
の
人
権

相
談
に
訪
れ
る
外
国
人
労
働
者
が
急
増
し
て
い
る（

29
）。

一
九
九
七
年
六
月
に
は
「
外
国
人
土
地
法
」
が
制
定
さ
れ
た
。
こ
れ
は
同
年
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
：
国

際
経
済
通
貨
危
機
に
よ
っ
て
、
政
府
レ
ベ
ル
で
こ
れ
か
ら
は
外
資
と
人
的
資
本
を
積
極
的
に
受

け
入
れ
る
べ
き
だ
と
の
認
識
が
高
ま
り
、
そ
れ
が
直
ち
に
「
外
国
人
土
地
法
」
に
繋
が
っ
た
も

の
で
あ
る
。
し
か
し
こ
れ
は
平
た
く
解
釈
す
る
と
、
金
持
ち
、
つ
ま
り
経
済
力
が
あ
る
人
に
は

韓
国
に
入
る
投
資
す
る
ハ
ー
ド
ル
を
低
く
し
、
単
純
労
働
者
に
対
し
て
は
ビ
ザ
を
制
限
し
た
り
、

査
証
の
発
給
基
準
を
厳
格
に
す
る
と
い
う
意
味
に
な
る
。
す
な
わ
ち
経
済
的
な
価
値
観
で
、
韓

国
へ
の
外
国
人
入
国
を
判
断
し
、
こ
れ
を
政
策
的
に
行
う
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
当
然
こ
の
よ

う
な
政
策
に
対
し
、外
国
人
を
支
援
す
る
市
民
の
間
で
〝
金
で
外
国
人
を
選
別
し
、差
別
す
る
な
〞

と
い
う
差
別
反
対
運
動
が
活
発
に
な
っ
た
。

一
九
九
九
年
四
月
に
は
「
在
外
同
胞
の
出
入
国
と
法
的
地
位
に
関
す
る
法
律
」
が
制
定
さ
れ
、

や
が
て
二
〇
〇
〇
年
四
月
に
は
研
修
就
業
制
度
が
始
ま
っ
た
。
こ
の
時
期
に
な
る
と
、
外
国
人

を
支
援
す
る
民
間
の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
登
録
数
が
急
増
し
、
地
域
的
に
も
全
国
に
広
が
る
模
様
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
二
年
二
月
に
な
る
と
「
海
外
技
術
人
力
誘
致
支
援
」
政
策
と
し
て
、
政
府
は
主
に
高

度
な
Ｉ
Ｔ
産
業
・
先
端
科
学
分
野
に
お
け
る
高
度
な
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
に
力
を
入
れ
始
め

た
。
し
か
し
当
初
想
定
し
て
い
た
、高
度
な
ス
キ
ル
を
持
つ
外
国
人
は
そ
れ
ほ
ど
集
ま
ら
な
か
っ

「海外投資企業研修生の事業体規模別割合」（単位：名 , ％）
全　　　体 男　　性 女　　性

人数（名） 構成比（％） 人数 構成比 人数 構成比
5 人未満 616 3.7 339 4.1 277 3.3
5 ～ 9 364 2.2 174 2.1 190 2.2
10 ～ 29 1.696 10.1 960 11.6 736 8.6
30 ～ 49 1,524 9.1 872 10.5 652 7.7
50 ～ 69 1,038 6.2 623 7.5 415 4.9
70 ～ 99 1,201 7.2 722 8.7 479 5.6
100 ～ 299 4,690 27.9 2,247 27.2 2,443 28.7
300 ～ 499 2,383 14.2 822 9.9 1,561 18.3
500 ～ 999 1,732 10.3 646 7.8 1,086 12.8
1000 人以上 1,077 6.4 483 5.8 594 7.0
建設工事 461 2.7 381 4.6 80 0.9
全体 16,782 100.0 8,269 100.0 8,513 100.0
「海外投資研修生制度の実態と改善方案：韓国労働研究院　政策研究論文　2005．第 5 巻だ 3 号 PP63 ～ 95、
P11 から」
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た
。
こ
の
政
策
が
事
実
上
失
敗
に
終
わ
る
二
〇
〇
四
年
八
月
頃
、
韓
国
の
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
の
目
玉
と
も
い
う
べ
き
「
雇
用
許
可
制
施
行
」
が
導
入
さ
れ
た
。

こ
の
時
期
に
な
っ
て
、
初
め
て
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
法
務
部
な
ど
と
政
策
論
議
を
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
政
策
は
既
に
実
行
段
階
で
あ
っ
た
た
め
、
国
家

人
権
委
員
会
が
果
た
し
た
役
割
は
「
雇
用
許
可
制
」
に
お
い
て
、
雇
用
期
間
の
間
は
家
族
の
同
伴
を
認
め
な
い
と
い
う
文
言
を
一
部
修
正
す
る
程
度
で
、
き
わ
め
て
弱
い

レ
ベ
ル
の
政
策
勧
告
を
行
う
に
と
ど
ま
っ
た
の
で
あ
る
。

韓
国
政
府
は
二
〇
〇
五
年
八
月
、
外
国
人
に
地
方
参
政
権
を
付
与
す
る
と
い
う
画
期
的
な
措
置
を
取
っ
た
。
こ
れ
は
多
文
化
主
義
政
策
の
一
環
と
し
て
、
先
に
定
着
し

た
「
雇
用
許
可
制
」
と
な
ら
ん
で
、
内
外
的
に
大
き
な
意
味
が
あ
る
政
策
で
あ
る
。
こ
の
流
れ
を
受
け
て
二
〇
〇
六
年
一
月
、
初
め
て
「
第
一
回
外
国
人
政
策
会
議
」
が

開
か
れ
た
。
こ
の
会
議
を
重
ね
る
う
ち
に
、
産
業
研
修
及
び
研
修
就
業
制
度
の
弊
害
が
論
議
さ
れ
た
末
、
二
〇
〇
七
年
一
月
に
は
「
産
業
研
修
」
と
「
研
修
就
業
制
度
」

が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
後
二
〇
〇
七
年
三
月
、
訪
問
就
業
制
が
施
行
さ
れ
、
翌
年
五
月
に
は
「
在
韓
外
国
人
処
遇
基
本
法
」
が
制
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
「
多

文
化
家
族
支
援
法
」
が
制
定
さ
れ
た
二
〇
〇
八
年
三
月
に
は
、「
社
会
統
合
プ
ロ
グ
ラ
ム
履
修
生
」
が
導
入
さ
れ
た
。
こ
れ
は
韓
国
政
府
が
「
多
文
化
政
策
」
か
ら
「
多
文

化
統
合
政
策
」
へ
と
政
策
転
換
し
た
こ
と
を
意
味
し
た
。
こ
の
よ
う
な
過
程
の
中
で
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
二
〇
〇
二
年
度
か
ら
、
外
国
人
の
人
権
侵
害
問
題
に
取
り

組
む
よ
う
に
な
っ
た
。

同
委
員
会
で
実
際
に
外
国
人
に
対
す
る
人
権
侵
害
の
実
態
を
調
査
し
た
の
は
二
〇
〇
二
年
二
月
で
あ
る
。
し
か
し
こ
の
時
の
実
態
調
査
は
、
外
国
人
人
権
問
題
を
考
え

る
市
民
団
体
や
Ｎ
Ｇ
Ｏ
と
連
携
し
、
調
査
に
乗
り
出
し
た
と
い
う
の
が
実
態
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
ま
だ
独
自
の
実
態
調
査
を
行
う
態
勢
は
と
と
の
わ
ず
、
ま
だ
試
行
錯

誤
の
段
階
で
あ
っ
た
。

ま
た
〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
が
政
策
レ
ベ
ル
で
「
外
国
人
人
権
侵
害
問
題
」
を
政
策
課
題
と
し
て
取
り
上
げ
た
の
は
、
同
委
員
会
一
三
年
の
歴
史
の
中
で
わ
ず
か
三
回

し
か
な
い（

30
）。

四
．
外
国
人
の
人
権
侵
害
問
題
に
お
け
る
民
間
領
域
と
国
家
人
権
委
員
会

一
）「
相
談
と
陳
情
」

二
）「
救
済
と
解
決
」
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韓
国
社
会
で
外
国
人
の
人
権
侵
害
問
題
が
顕
在
化
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
時
期
と
し
て
は
一
九
八
〇
年
代
で
あ
り
、
数
と
し
て
増
え
た
の
は
一
九
九
〇
年
代
初
め

で
あ
る
。
こ
の
時
期
の
韓
国
社
会
は
社
会
的
に
も
経
済
的
に
も
、
大
き
く
変
貌
す
る
時
期
で
あ
っ
た
。
外
国
人
受
け
入
れ
政
策
が
政
府
レ
ベ
ル
で
多
様
な
見
地
か
ら
審
議

さ
れ
て
い
る
な
か
、
社
会
の
実
情
と
し
て
は
多
く
の
の
外
国
人
が
主
に
現
場
労
働
者
と
し
て
働
き
、
賃
金
差
別
を
は
じ
め
人
格
が
否
定
さ
れ
る
ほ
ど
の
問
題
が
増
え
て
い

た
の
も
事
実
で
あ
る
。
ま
た
一
般
社
会
に
お
い
て
、
出
身
地
に
よ
る
差
別
や
文
化
的
な
要
因
か
ら
く
る
差
別
も
多
か
っ
た
。
こ
れ
ら
の
問
題
に
対
し
て
韓
国
政
府
は
、
政

策
レ
ベ
ル
で
は
問
題
解
決
に
つ
な
が
る
よ
う
な
人
権
政
策
は
打
ち
出
さ
な
い
ま
ま
、
主
に
市
民
レ
ベ
ル
で
外
国
人
の
人
権
侵
害
の
相
談
、
陳
情
な
ど
が
行
わ
れ
て
い
た
経

緯
が
あ
る
。
む
ろ
ん
外
国
人
に
よ
る
相
談
は
、
後
を
絶
た
な
い
ほ
ど
多
か
っ
た
。

国
家
人
権
委
員
会
が
で
き
る
ま
で
は
、
外
国
人
の
人
権
侵
害
の
相
談
は
民
間
主
導
で
あ
っ
た
。
外
国
人
・
内
国
人
（
韓
国
人
）
を
問
わ
ず
、「
人
権
侵
害
」
の
相
談
と
陳

情
は
件
数
だ
け
で
な
く
、
い
つ
、
誰
に
そ
の
問
題
が
起
因
す
る
の
か
に
関
す
る
公
式
的
な
記
録
は
、
民
間
レ
ベ
ル
で
は
把
握
で
き
な
い
状
態
で
あ
っ
た
。

一
九
八
〇
年
代
、
主
に
「
外
国
人
労
働
者
人
権
を
考
え
る
会
」・「
韓
国
移
住
労
働
者
人
権
セ
ン
タ
ー
」・「
外
国
人
移
住
労
働
者
対
策
協
議
会
」
な
ど
、
外
国
人
人
権
問

題
に
関
わ
る
団
体
が
活
発
に
相
談
と
陳
情
を
受
け
、
解
決
方
法
と
し
て
市
民
運
動
家
た
ち
と
連
携
し
、
警
察
に
相
談
し
て
は
告
訴
す
る
パ
タ
ー
ン
が
主
流
と
な
っ
た
。
こ

れ
に
対
し
て
、
国
家
人
権
委
員
会
が
外
国
人
人
権
侵
害
相
談
を
開
始
し
た
の
は
二
〇
〇
六
年
か
ら
で
あ
る（

31
）。（

表
六
〜
八
；
特
に
二
〇
一
三
年
一
月
〜
八
月
、
一
四
年
一
月

〜
八
月
、
同
委
員
会
の
処
理
状
況
は
表
七
の
通
り
で
あ
る
）

以
下
は
「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
に
寄
せ
ら
れ
た
人
権
侵
害
相
談
と
陳
情
の
一
事
例
で
あ
る
。

移
住
民
人
権
一
般
（
人
権
侵
害
：
相
談
及
陳
情
）

２
０
０
６
．８
．21
「
三
清
教
育
被
害
者
名
誉
回
復
及
び
補
償
審
議
に
関
す
る
法
律
」
の
改
定
案
に
対
す
る
勧
告
事
例

（
台
湾
籍
及
び
中
国
国
籍
の
2
人
の
外
国
人
被
害
者
が
、
出
身
国
を
理
由
と
す
る
被
害
の
補
償
を
政
府
に
拒
否
さ
れ
、
国
家
人
権
委
員
会
に
陳
情
し
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。

憲
法
第
10
条
及
び
11
条
1
項
、「
市
民
的
及
び
政
治
的
権
利
に
関
す
る
国
際
条
約
」
第
9
条
に
照
ら
し
て
検
討
し
、
さ
ら
に
三
清
教
育
補
償
法
第
1
条
・
2
条
、（
三

淸
敎
育
隊, S

am
ch ŏn

g C
am

p, S
am

ch
eon

g C
am

p, 

第
4
共
和
国
末
期
１
９
８
０
年
8
月
か
ら
翌
年
1
月
ま
で
、韓
国
の
軍
隊
施
設
な
ど
に
品
位
不
良
・
犯
罪
者
・

ホ
ー
ム
リ
ス
・
暴
力
団
員
な
ど
を
男
女
関
係
な
く
、
検
察
及
警
察
と
憲
兵
な
ど
に
よ
っ
て
、
Ａ
〜
Ｄ
ま
で
の
4
等
級
審
査
を
行
い
、
裁
判
無
し
に
３
９
，７
４
２
名
が

強
制
受
容
さ
れ
た
。
当
時
「
国
家
保
衛
非
常
対
策
委
員
会
（
略
呼
：
国
保
委
）」
委
員
長
だ
っ
た
「
全
斗
煥
」
に
よ
っ
て
、
三
清
教
育
5
号
に
従
っ
て
行
わ
れ
た
、
国
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家
権
力
に
よ
る
代
表
的
な
「
人
権
侵
害
：H

u
m

an
 righ

ts abu
se

」
で
あ
っ
た
。
後
に
第
6
共
和
国
で
は
、
公
式
的
に
三
淸
敎
育
隊
は
、〝
強
制
受
容
所
〞
で
あ
っ

た
と
認
め
た
経
緯
が
あ
る
。
具
体
的
に
は
１
９
８
８
年
11
月
26
日
盧
泰
愚
（
第
13
代
大
統
領
１
９
８
８
〜
１
９
９
３
）
が
、〝
光
州
民
主
化
運
動
〞・〝
公
職
者
解
雇
〞

と
一
緒
に
三
淸
敎
育
隊
の
被
害
者
の
名
誉
回
復
と
補
償
問
題
を
解
決
す
る
と
明
言
す
る
。
し
か
し
、
実
際
は
名
誉
回
復
も
真
相
究
明
や
補
償
な
ど
が
行
わ
れ
な
か
っ

た
こ
と
に
、
被
害
者
た
ち
５
０
０
人
あ
ま
り
が
、
国
を
相
手
に
集
団
訴
訟
を
行
っ
た
も
の
の
１
９
９
６
年
韓
国
の
大
法
院
で
敗
訴
し
た
が
、
２
０
０
１
年
7
月
に
、

大
法
院
で
、
三
淸
敎
育
隊
被
害
者
に
適
切
な
補
償
及
び
名
誉
回
復
が
実
現
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
判
決
を
下
す
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
韓
国
国
家
人
権
委
員

会
は
、〝
光
主
民
主
化
運
動
〞・〝
済
州
4.3
事
件
〞・
と
同
じ
く
、
三
淸
敎
育
隊
被
害
者
に
も
同
様
に
「
特
別
法
」
を
制
定
し
、
真
相
究
明
及
び
名
誉
回
復
と
補
償
が
国

家
レ
ベ
ル
で
行
う
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
を
、
当
時
の
国
防
長
官
と
国
会
議
長
に
そ
れ
ぞ
れ
政
策
勧
告
を
実
施
し
た
。
以
後
、
２
０
０
３
年
12
月
29
日
に
、「
三
淸

敎
育
隊
被
害
者
の
名
誉
回
復
及
真
相
究
明
と
補
償
に
関
す
る
法
律
」
が
、
第
16
代
国
会
会
議
で
、
在
籍
議
員
２
０
６
人
の
な
か
、
反
対
2
票
、
棄
権
11
票
、
賛
成

１
９
３
票
に
に
よ
っ
て
、
国
会
で
法
案
が
通
り
、
翌
年
1
月
29
日
に
制
定
さ
れ
、
04
年
7
月
30
日
に
正
式
に
施
行
さ
れ
た
法
律
で
あ
る
．）

第
1
条
（
目
的
）
こ
の
法
律
は
三
清
教
育
と
関
連
し
、
被
害
を
受
け
た
者
、
又
は
遺
族
に
対
し
て
名
誉
回
復
に
必
要
な
措
置
と
、
実
質
的
な
補
償
を
行
う
こ
と
に

よ
り
、
被
害
者
の
生
活
安
定
を
は
か
り
、
人
権
と
国
民
の
総
合
理
解
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る

第
2
条
（
定
義
）
こ
の
法
律
で
使
用
す
る
用
語
は
次
の
よ
う
で
あ
る
。

1
．  

三
清
教
育
と
は
、
１
９
８
０
年
8
月
4
日
法
律
第
69
号
戒
厳
法
第
13
条
の
規
定
に
よ
り
、
宣
言
さ
れ
た
戒
厳
宣
言
第
13
号
に
よ
っ
て
、
実
施
さ
れ
た
純
化
教
育
・

勤
労
奉
仕
又
は
、
法
律
第
３
２
８
６
号
社
会
保
護
法
附
則
第
5
条
の
規
定
に
よ
り
実
施
さ
れ
た
保
護
監
保
を
い
う
。

2
．〝
三
清
教
育
被
害
者
〞
被
害
者
と
は
、
次
の
各
目
1
に
該
当
す
る
者
を
い
う
。

1
）
三
清
教
育
に
よ
っ
て
、
死
亡
し
た
か
行
方
不
明
に
な
っ
た
者

2
）
三
清
教
育
に
よ
っ
て
傷
痍
（
大
統
領
令
で
定
め
る
病
気
な
ど
を
含
む
。
以
下
同
じ
）
を
う
け
、
そ
の
後
遺
症
に
よ
っ
て
死
亡
し
た
者
。

3
）  

遺
族
と
は
、三
清
教
育
被
害
者
（
以
下
〝
被
害
者
〞
と
す
る
）
と
し
て
死
亡
し
た
か
、死
亡
し
た
と
認
定
さ
れ
た
民
法
に
よ
る
財
産
相
続
人
を
い
う
。
但
し
、

行
方
不
明
さ
れ
た
者
の
場
合
、
そ
の
人
が
行
方
不
明
さ
れ
た
当
時
の
民
法
に
よ
り
、
財
産
相
続
者
に
な
れ
る
者
を
遺
族
と
し
て
み
る
。 

法
制
処/h

ttps://n
am

u
.w

iki

）

在
外
同
胞
の
出
入
国
と
法
的
地
位
に
関
す
る
法
律
第
2
条
、
16
条
を
参
考
に
し
た
結
果
、
被
害
者
が
外
国
人
で
あ
っ
て
も
（
憲
法
の
基
本
権
主
体
は
国
民
と
表
現
し
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て
い
る
が
）、
解
釈
上
国
民
と
類
似
し
た
社
会
的
地
位
に
あ
る
場
合
、
人
間
の
尊
厳
と
価
値
お
よ
び
幸
福
追
求
権
は
外
国
人
に
も
及
ぶ
と
い
う
憲
法
裁
判
所
の
解
釈
を

尊
重
す
べ
き
で
あ
り
、
従
っ
て
外
国
人
人
権
問
題
は
、
憲
法
第
11
条
の
平
等
権
、
第
1
項
の
身
体
の
自
由
な
ど
、
幅
広
く
法
の
解
釈
を
外
国
人
に
適
用
す
べ
き
と
し

た
勧
告
決
定
例
で
あ
る
。（
２
０
０
６
年
8
月
21
日
、
国
家
人
権
委
員
会
全
員
委
員
会
）

「
２
０
１
１
．２
．14
」「
人
種
差
別
撤
廃
協
約
」
第
15
次
・
16
次
統
合
政
府
包
括
報
告
書
に
関
す
る
意
見
表
明
事
例

（
韓
国
外
交
通
商
部
が
「
あ
ら
ゆ
る
形
態
の
人
種
差
別
撤
廃
に
関
す
る
国
際
条
約－

〝
人
種
差
別
撤
廃
条
約
又
は
協
約
」
第
9
条
に
よ
り
、
２
０
０
５
年
と
２
０
０
９

年
同
条
約
の
移
行
状
況
に
関
す
る
韓
国
政
府
報
告
書
を
作
成
し
、
こ
れ
に
対
す
る
国
家
人
権
委
員
会
の
意
見
照
会
を
要
請
さ
れ
た
事
案
。
す
な
わ
ち
２
０
０
９
年
韓

国
の
バ
ス
車
内
で
韓
国
人
が
外
国
人
に
対
し
て
人
種
差
別
的
な
発
言
を
し
た
事
件
に
対
し
有
罪
を
判
定
し
た
仁
川
地
方
裁
判
所
の
決
定
に
、
追
加
解
釈
と
記
述
が
必

要
で
あ
る
と
表
明
し
た
。「
人
種
差
別
」
に
起
因
す
る
犯
罪
を
放
置
せ
ず
、
積
極
的
に
差
別
を
煽
動
お
よ
び
宣
伝
す
る
行
為
に
対
し
、
韓
国
の
「
刑
法
」
第
３
０
７
条
・

第
３
１
１
条
規
定
に
よ
っ
て
名
誉
棄
損
罪
・
冒
瀆
罪
を
適
用
し
、
特
定
の
個
人
の
名
誉
を
保
護
す
る
と
い
う
こ
と
だ
け
で
解
釈
す
る
よ
り
、
人
種
差
別
及
び
民
族
的

憎
悪
に
対
し
て
社
会
に
警
鐘
を
鳴
ら
す
と
い
う
意
味
で
、
法
理
で
明
示
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
韓
国
政
府
が
人
種
差
別
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
い
う
側
面

を
盛
り
込
ん
だ
報
告
書
を
ま
と
め
る
べ
き
だ
と
い
う
、
意
味
を
表
明
し
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
例
え
ば
政
府
報
告
書
に
含
ま
れ
た“pu

re blood”

と“m
ixed bloods”

と
い
う
表
記
は
、
非
常
に
憂
慮
す
べ
き
表
現
で
あ
り
、
こ
の
用
語
が
持
つ
社
会
的
な
波
及
力
は
、
人
種
優
越
主
義
思
想
が
韓
国
社
会
に
深
く
蔓
延
し
て
い
る
可
能
性

が
高
い
こ
と
を
指
摘
し
た
。

以
上
の
よ
う
に
、〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
は
、
外
国
人
に
不
利
な
法
律
や
言
葉
に
つ
い
て
、
独
自
の
「
見
解
」
と
「
解
釈
」
に
基
づ
き
、
措
置
と
し
て
政
策
の
改
訂
「
勧

告
」
や
「
解
釈
の
指
摘
」
な
ど
を
行
う
措
置
を
取
る
場
合
が
あ
る
。

二
）「
救
済
と
解
決
」

未
登
録
移
住
者
の
児
童
に
対
す
る
人
権
侵
害
事
件
が
、二
〇
一
二
年
一
〇
月
に
起
き
た
。
民
間
レ
ベ
ル
で
そ
の
情
報
を
把
握
し
、直
ち
に
国
家
人
権
委
員
会
に
報
告
さ
れ
、

救
済
に
至
っ
た
事
例
で
、
以
下
が
そ
の
概
要
で
あ
る
。
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二
〇
一
二
年
一
〇
月
一
日
、
モ
ン
ゴ
ル
か
ら
来
た
学
生
に
、
韓
国
人
の
青
少
年
た
ち
が
〝
モ
ン
ゴ
ル
野
郎
〞
と
い
う
野
次
と
暴
言
を
放
ち
、
体
当
た
り
の
喧
嘩
が
発

生
し
て
警
察
が
出
動
し
た
。
警
察
は
直
ぐ
に
モ
ン
ゴ
ル
人
の
学
生
を
確
保
、
調
査
し
た
が
、
そ
の
過
程
で
通
訳
を
つ
と
め
た
モ
ン
ゴ
ル
人
学
生
（
少
年
で
あ
る
）
に

滞
留
資
格
が
な
い
こ
と
が
判
明
し
た
。
こ
の
情
報
を
受
け
た
民
間
の
外
国
人
支
援
者
た
ち
は
、
通
訳
の
学
生
は
通
訳
が
終
わ
っ
た
以
上
は
家
に
帰
す
べ
き
だ
と
主
張

し
た
が
無
視
さ
れ
、
警
察
は
そ
の
学
生
を
交
番
に
留
置
し
た
。
外
国
人
支
援
者
と
弁
護
士
は
、
警
察
に
何
度
も
不
当
待
遇
を
訴
え
た
が
、
警
察
か
ら
の
返
答
は
「
出

入
国
管
理
記
録
」
が
な
い
た
め
留
置
は
仕
方
な
い
と
の
一
点
張
り
だ
っ
た
。

こ
れ
に
対
し
て
弁
護
士
は
、
警
察
の
措
置
は
不
当
な
逮
捕
・
拘
禁
に
該
当
し
、
強
制
退
去
措
置
並
び
に
保
護
命
令
を
一
方
的
に
出
し
た
の
は
、
学
生
の
特
殊
性
を
無

視
し
た
措
置
で
あ
り
、
成
人
と
同
じ
く
保
護
所
に
拘
禁
し
、
か
つ
家
族
と
接
触
す
る
権
利
を
も
剥
奪
し
た
こ
と
は
人
権
侵
害
と
訴
え
た
。

学
生
に
出
国
を
命
じ
、
空
港
に
移
動
す
る
道
中
も
彼
に
手
錠
を
か
け
て
い
た
こ
と
は
、
明
ら
か
な
公
権
力
の
濫
用
と
主
張
し
た（

32
）。

結
局
、
移
住
者
の
学
生
は
ひ
と
り

強
制
退
去
と
な
り
、
帰
国
し
た
の
ち
母
国
の
学
校
に
通
う
も
の
の
、
不
適
応
に
よ
り
学
業
中
断
に
至
っ
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。（
モ
ン
ゴ
ル
語
の
文
字
を
七
〇
％
以
上
も

理
解
で
き
て
い
な
い
状
態
だ
っ
た
）

こ
の
問
題
は
典
型
的
な
外
国
人
人
権
侵
害
で
あ
る
が
、
初
期
対
応
の
場
合
、
民
間
レ
ベ
ル
で
相
談
を
う
け
、
専
門
家
（
弁
護
士
）
に
陳
情
し
た
結
果
、
国
家
人
権
委

員
会
が
対
応
し
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。

国
家
人
権
委
員
会
は
、
国
家
権
力
機
関
の
虚
為
事
実
（
保
証
金
の
虚
偽
案
内
及
び
被
害
者
の
教
育
事
情
を
考
慮
し
な
か
っ
た
点
、
子
供
の
国
際
権
利
規
約
に
違
反
し

た
点
）
を
あ
げ
、
国
家
権
力
の
不
当
な
介
入
が
あ
っ
た
こ
と
を
取
り
上
げ
た
上
、
憲
法
が
定
め
る
「
人
間
の
尊
厳
」
に
反
し
た
行
為
で
あ
り
、
父
母
と
引
き
離
さ
れ

単
独
で
強
制
退
去
さ
せ
ら
れ
た
こ
と
は
明
ら
か
な
不
法
行
為
と
い
う
見
解
を
法
務
部
に
表
明
し
、
出
入
国
管
理
局
に
対
し
て
、
こ
の
よ
う
な
事
例
が
発
生
し
な
い
よ

う
な
対
策
を
た
て
る
よ
う
勧
告
し
た
だ
が
、
結
果
と
し
て
救
済
と
解
決
に
は
至
ら
な
か
っ
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
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お
わ
り
に

国
家
人
権
委
員
会
の
今
後
の
課
題
に
つ
い
て

一
）
予
算
の
問
題

国
家
人
権
機
構
の
誕
生
、
人
権
委
員
会
の
設
立
は
、
韓
国
の
民
主
化
の
歴
史
に
お
い
て
も
象
徴
的
な
出
来
事
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。
発
足
し
て
か
ら
二
〇
年
も
経
っ
て

い
な
い
歴
史
の
な
か
で
、
次
第
に
市
民
社
会
が
期
待
す
る
役
割
〝
国
家
人
権
委
員
会
〞
が
果
た
し
で
き
た
こ
と
は
非
常
に
重
要
で
あ
る
。
し
か
し
同
委
員
会
が
、
国
家
権

力
か
ら
完
全
に
分
離
し
た
機
構
で
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
幾
つ
か
疑
問
符
が
つ
く
。

同
委
員
会
の
予
算
は
自
力
で
は
集
め
ら
れ
な
い
構
造
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
多
様
な
人
権
問
題
に
詳
し
い
専
門
家
を
確
保
す
る
の
に
限
界
が
あ
る
の
も
事
実
で
あ
る
。

毎
年
同
委
員
会
の
予
算
は
、
例
え
ば
二
〇
一
三
年
か
ら
二
〇
一
五
年
ま
で
、
ほ
と
ん
ど
増
え
て
い
な
い（

33
）。

ま
た
、
予
算
の
大
半
が
ソ
ウ
ル
に
あ
る
同
委
員
会
の
賃
料
と
職

員
の
人
件
費
に
充
て
ら
れ
て
い
る
実
情
が
あ
る
。
予
算
と
自
立
性
確
保
の
問
題
は
、
政
府
の
政
策
意
志
次
第
で
は
解
決
可
能
で
あ
る
。
例
え
ば
米
軍
事
施
設
に
対
し
て
は
、

韓
国
政
府
は
無
償
で
土
地
や
建
物
を
提
供
し
て
い
る
。
軍
関
連
予
算
に
関
し
て
も
人
件
費
な
ど
は
、
別
途
予
算
を
計
上
す
る
場
合
も
あ
る
。

「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
は
韓
国
の
民
主
化
の
産
物
で
も
あ
り
、
こ
れ
か
ら
も
韓
国
市
民
社
会
に
大
き
な
役
割
を
は
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
ら
を
勘
案
し
て

韓
国
の
中
央
政
府
が
、
ソ
ウ
ル
を
は
じ
め
四
つ
の
地
方
委
員
会
の
支
部
に
、
無
償
で
土
地
と
建
物
を
提
供
ま
た
は
長
期
に
わ
た
っ
て
無
償
で
貸
与
す
る
こ
と
も
、
一
つ
の

政
策
と
し
て
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

二
）「
多
様
な
専
門
家
不
在
」

韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
設
立
当
時
か
ら
現
在
ま
で
、
歴
代
委
員
長
を
含
め
す
べ
て
特
定
の
分
野
に
詳
し
い
人
で
あ
る（

34
）。

ま
た
職
員
の
身
分
は
基
本
的
に
公
務
員
で
あ

る
。
職
員
採
用
シ
ス
テ
ム
と
し
て
、
外
部
か
ら
の
登
用
は
原
則
的
に
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
例
外
的
に
「
非
常
勤
」
と
い
う
名
目
で
特
別
採
用
枠
も
あ
る
が
、
こ
れ
も
定

期
的
に
行
わ
れ
る
人
材
獲
得
で
は
な
く
、
必
要
に
応
じ
て
そ
の
都
度
公
開
募
集
を
か
け
て
抜
擢
す
る
方
式
で
あ
る
。

前
述
の
「
パ
リ
原
則
」
で
は
、
多
様
な
立
場
に
あ
る
民
間
と
政
府
が
協
力
し
〝
国
家
人
権
機
構
〞
を
立
ち
上
げ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、「
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
」
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は
発
足
以
来
、
一
度
も
多
様
な
経
験
と
知
識
を
有
し
て
い
る
民
間
の
人
材
を
採
用
し
た
こ
と
が
な
く
、
市
民
運
動
に
携
わ
っ
た
人
物
を
「
非
常
勤
職
」
と
し
て
、
任
期
付

き
で
雇
っ
た
ケ
ー
ス
が
も
っ
と
も
多
い
。
す
な
わ
ち
正
規
職
と
し
て
、
安
定
的
に
人
権
問
題
に
取
り
組
む
で
き
る
人
材
の
確
保
に
対
し
て
、
非
常
に
消
極
的
で
あ
る
と
い

え
る
。
さ
ら
に
多
様
な
見
地
で
の
人
権
問
題
専
門
家
に
は
「
外
国
人
専
門
家
」
も
含
ま
れ
る
が
、
な
ぜ
か
同
委
員
会
で
は
一
度
も
外
国
人
人
材
を
招
聘
、
ま
た
は
雇
う
と

い
う
試
み
は
な
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
社
会
の
多
様
性
を
取
り
入
れ
な
が
ら
、
様
々
な
社
会
的
な
経
験
と
知
識
や
出
身
を
問
わ
ず
人
材
を
確
保
す
る
と
い
う
趣
旨
に
反
し

て
い
る
か
の
よ
う
に
、
同
委
員
会
は
法
律
専
門
家
一
色
の
メ
ン
バ
ー
構
成
で
あ
り
、
外
国
人
の
専
門
家
が
い
な
い
こ
と
は
、
現
在
も
大
き
な
課
題
と
し
て
抱
え
て
い
る
。

国
に
よ
っ
て
で
は
国
籍
や
肌
色
と
関
係
な
く
、
外
国
人
を
積
極
的
に
採
用
す
る
事
例
が
あ
る
。
例
え
ば
デ
ン
マ
ー
ク
の
人
権
委
員
会
（T

h
e D

an
ish

 In
stitu

te for 

H
u

m
an

 R
igh

ts

）
で
は
、
理
事
会
で
宗
教
・
性
別
や
出
身
地
な
ど
は
考
慮
せ
ず
、
外
国
人
を
理
事
の
メ
ン
バ
ー
と
し
て
登
用
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
韓
国
の
「
国
家

人
権
委
員
会
」
も
、
多
様
な
人
材
登
用
シ
ス
テ
ム
を
国
内
人
に
限
ら
ず
門
戸
を
開
く
べ
き
で
あ
る
。

韓
国
は
現
在
国
連
で
定
め
ら
れ
て
い
る
一
〇
個
あ
ま
り
の
国
際
人
権
条
約
の
う
ち
、
七
個
の
条
約（

35
）に

加
入
し
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
の
条
約
で
求
め
ら
れ
て
い
る
「
人
権
」

に
関
す
る
す
べ
て
の
諸
権
利
が
、
実
際
に
ど
れ
ほ
ど
韓
国
社
会
で
尊
重
さ
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
同
委
員
会
の
積
極
的
な
見
解
は
表
明
さ
れ
て
い
な
い
。

ま
た
韓
国
の
国
家
人
権
委
員
会
の
歴
代
委
員
長
が
す
べ
て
男
性
だ
っ
た
こ
と
は
、
果
た
し
て
社
会
の
多
様
性
が
本
当
に
実
現
さ
れ
て
い
る
の
か
と
い
う
、
基
本
的
な
疑

問
を
抱
か
せ
る
も
の
で
あ
る
。

特
に
、
外
国
人
専
門
家
が
一
人
も
抜
擢
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
は
大
き
な
問
題
と
し
て
国
際
社
会
か
ら
指
摘
さ
れ
た
結
果
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
二
〇
一
二
年
を
最

後
に
、
国
際
人
権
機
関
か
ら
等
級
判
定
を
保
留
さ
れ
る
と
い
う
、
非
常
に
憂
慮
す
べ
き
事
態
に
陥
っ
た
。

一
九
八
七
年
の
民
主
化
闘
争
以
後
、
急
激
に
進
ん
だ
民
主
主
義
に
対
す
る
韓
国
国
民
の
期
待
と
、
中
央
政
府
の
間
に
労
働
力
不
足
と
い
う
経
済
的
不
安
要
素
が
働
き
、

外
国
人
を
受
け
入
れ
る
政
策
の
動
力
と
な
っ
た
も
の
の
、
韓
国
社
会
に
お
け
る
多
文
化
社
会
政
策
が
ま
だ
定
着
し
て
い
な
い
時
期
、
外
国
人
の
人
権
侵
害
の
問
題
が
続
出

し
た
こ
と
、
こ
れ
に
対
し
て
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
発
足
当
初
、
人
権
救
済
の
対
象
と
し
て
内
国
人
（
韓
国
人
）
の
人
権
救
済
に
政
策
が
集
中
し
、
外
国
人
の
人
権
専

門
家
を
視
野
に
入
れ
た
政
策
決
定
構
造
に
は
、
き
わ
め
て
意
識
が
消
極
的
だ
っ
た
。
決
し
て
長
く
な
い
歴
史
の
中
で
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
は
、
ま
さ
に
試
行
錯
誤
を

繰
り
返
し
き
た
と
言
え
る
。
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以
上
の
よ
う
に
、国
家
人
権
委
員
会
は
い
く
つ
か
の
課
題
を
抱
え
て
い
る
。
こ
れ
か
ら
建
設
的
に
「
組
織
」
と
し
て
、国
家
機
構
に
縛
ら
れ
な
い
自
由
な
ポ
ジ
シ
ョ
ン
で
、

外
国
人
の
人
権
侵
害
問
題
に
対
し
て
体
系
的
、
政
策
的
に
対
処
す
る
こ
と
が
で
き
る
な
ら
、
本
当
の
多
文
化
社
会
が
具
現
化
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
い
え
る
。

注（
1
）
こ
こ
で
い
う
「
権
利
侵
害
」
と
い
う
の
は
、
韓
国
刑
法
に
お
け
る
法
利
益
侵
害
と
憲
法
に
定
め
ら
れ
て
い
る
第
6
条
及
び
第
2
章
『
国
民
の
権
利
と
義
務
』
の
侵
害
を
指
す
。

（
2
）
韓
国
憲
法
裁
判
所
二
〇
一
四
年
度
憲
法
訴
訟
の
請
求
原
因
に
関
す
る
統
計
で
は
、二
〇
一
一
年
一
一
月
一
五
日
か
ら
二
〇
一
六
年
一
一
月
一
四
日
ま
で
の
月
別
憲
法
訴
訟
受
付
件
数
は
一
七
〇
件
で
、

二
〇
一
四
年
だ
け
の
憲
法
訴
訟
の
年
間
件
数
は
一
九
六
九
件
で
あ
る
が
、
外
国
人
の
人
権
に
絡
む
憲
法
訴
願
は
た
っ
た
二
件
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
そ
の
二
つ
の
訴
訟
は
、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
委
員

全
員
参
加
合
意
裁
判
で
審
理
さ
れ
た
。
一
つ
目
は
、「
国
籍
法
第
5
条
第
3
号
」
に
関
し
て
、
憲
法
に
違
反
し
て
い
な
い
の
か
と
い
う
訴
願
で
、
中
身
と
し
て
は
、
韓
国
内
に
住
所
が
あ
る
か 

な
以

下
の
要
件
を
満
た
す
第
5
条
第
1
号
、
第
2
号
、
ま
た
は
第
4
号
の
要
件
を
揃
わ
な
く
て
も
、
韓
国
へ
の
帰
化
申
請
は
可
能
か
と
い
う
訴
訟
で
、
結
果
は
合
憲
判
決
だ
っ
た
。
二
つ
目
の
判
例
は
、「
外

国
人
労
働
者
の
平
等
に
関
す
る
法
律
第
13
条
、
第
3
項
等
に
係
る
違
憲
確
認
訴
訟
」
で
、
内
容
と
し
て
、
外
国
人
労
働
者
の
基
本
的
な
勤
労
の
主
体
性
は
認
め
ら
れ
る
か
、
勤
労
の
平
等
権
の
認
定
、

雇
用
契
約
終
了
に
よ
る
本
国
へ
の
帰
国
後
一
四
日
以
内
に
支
払
ら
わ
れ
る
、
出
国
満
期
保
険
金
満
額
支
給
要
件
が
、
第
8
条
第
1
項
で
定
め
て
あ
る
、
退
職
金
よ
り
少
な
か
っ
た
場
合
の
外
国
人
労

働
者
の
出
国
満
期
日
で
定
め
て
あ
る
権
利
に
違
反
し
て
い
な
い
の
か
と
い
う
争
い
で
、
韓
国
憲
法
裁
判
所
は
全
員
合
意
と
い
う
判
決
で
、
訴
え
そ
の
も
の
を
棄
却
処
分
に
し
た
。

（
3
）
韓
国
人
権
財
団
刊　

二
〇
一
六
年
一
二
月
三
〇
日　

著
者
이
성
훈 

김
중
섭 

노
현
수 

나
혜
수 

외
。

（
4
）
二
〇
〇
七
年
か
ら
二
〇
一
六
年
ま
で
、
韓
国
憲
法
裁
判
所
で
、
外
国
人
に
関
す
る
違
憲
（
平
等
権
を
含
）
訴
訟
件
数
は
七
一
二
件
で
あ
り
、
憲
法
裁
判
官
全
員
参
加
及
び
全
員
合
意
判
決
だ
け
で
も

こ
の
期
間
に
判
例
が
だ
さ
れ
た
の
は
一
〇
件
で
あ
る
。
ま
た
二
〇
一
六
年
に
は
、
韓
国
憲
法
裁
判
所
の
政
策
用
役
研
究
の
一
環
と
し
て
、
韓
国
公
法
学
会
に
依
頼
研
究
論
文
『
外
国
人
憲
法
的
地
位

及
権
利
保
障
の
為
の
比
較
法
的
研
究
：
외
국
인
의 

헌
법
적 
지
위 

및 

보
장
을 

위
한 

비
교
법
적 

연
구
』
が
あ
る
。

（
5
）『H

u
m

an
 R

igh
ts L

aw

』
第
1
章
：
人
権
法
の
基
礎
、P.28.H

an
u

l A
cadem

y/ 

박

P
a
rk

찬

C
h
a
n

운

U
n

２
０
１
１

（
6
）『
국
가
인
권
기
구
의 

국
제
적 

발
전
과 

한
국
적 

대
안
：
国
家
人
権
機
構
の
国
際
的
発
展
と
韓
国
的
対
案
』（
ソ
ウ
ル
大
学　

大
学
院　

修
士
学
位
論
文
、
P. 

13
〜
조

c
h

o

용

y
o
n
g

환

h
w

a
n

２
０
０
２
年
）

（
19
）
国
家
人
権
機
構
の
論
議
が
国
連
で
、
最
初
に
始
ま
っ
た
の
は
、「
世
界
人
権
宣
言
」
が
国
連
総
会
で
宣
言
さ
れ
る
二
年
前
の
一
九
四
六
年
、「
経
済
社
会
理
事
会
（
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
）
の
、
第
二
次
会

期
で
あ
っ
た
。E

C
O

S
O

C
 resolu

tion2/9of21 Ju
n

e 1946, sect.5.

（
20
）U

N
 doc.S

T
/H

R
/S

E
R

.A
/2an

d add.1.

（G
A

 res.33/46, 14.D
ec.1978

）

（
21
）
조

C
h
o

용

Y
o
n
g

환

H
w

a
n

『
국
가
인
권
기
구
의 

국
제
적 

발
전
과 

한
국
적
대
안
：
国
家
人
権
機
構
の
国
際
的　

発
展
と
韓
国
的
代
案
』, 

P. 

24
〜
25

（
22
）〝
国
家
人
権
機
構
の
地
位
に
関
す
る
原
則
（P

rin
ciples relatin

g to th
e statu

s of N
ation

al In
stitu

tion
s :P

aris P
rin

ciples

）〞➟　

一
九
九
二
年
国
連
人
権
委
員
会
で
認
准
さ
れ
る
。
翌

年
Ｕ
Ｎ
総
会
で
批
准
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
や
が
て
こ
の
原
則
は
、
今
日
に
お
い
て
、
人
権
関
連
国
家
機
構
の
設
置
に
関
す
る
普
遍
的
な
基
本
準
則
に
な
っ
て
い
る
。

（
23
）
人
権
調
停
機
構
（
通
称
：
調
停
委
員
会
）「In

tern
ation

al C
oordin

atin
g C

om
m

ittee of N
ation

al In
stitu

tion
s for th

e P
rom

otion
 P

rotection
 of H

u
m

an
 R

igh
ts;IC

C

」 

こ
こ
に

は
大
陸
別
に
そ
れ
ぞ
れ
の
メ
ン
バ
ー
国
が
ぞ
く
し
て
、総
一
六
の
組
織
が
あ
る
。
主
な
等
級
審
査
基
準
と
し
て
は
、Ａ
級
（
パ
リ
原
則
に
最
も
符
合
し
た
人
権
機
構
で
あ
る
場
合
）、Ａ
（
Ｒ
）
級
（
パ

リ
原
則
に
は
符
合
し
て
い
る
も
の
の
、
未
提
出
の
書
類
な
ど
が
あ
る
場
合
）、
Ｂ
級
（
パ
リ
原
則
に
は
及
ば
ず
、
ま
た
は
資
料
不
足
ケ
ー
ス
）、
最
後
に
、
パ
リ
原
則
と
違
う
、
ま
た
は
全
く
符
合
し

な
い
場
合
、
Ｃ
級
判
定
を
受
け
る
。
こ
れ
以
外
に
そ
も
そ
も
等
級
審
査
の
対
象
に
な
ら
な
い
場
合
も
あ
る
。（
等
級
審
査
保
留
）

（
24
）
二
〇
〇
五
年
基
準
と
し
て
、
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
地
域
の
国
が
一
九
ヵ
国
、
ア
フ
リ
カ
地
域
で
二
七
ヵ
国
、
米
州
地
域
で
二
五
ヵ
国
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
地
域
で
三
九
ヵ
国
で
あ
っ
た
。『
世
界
主
要
国
家

人
権
機
構
現
況
集
』（
二
〇
〇
五
）、
P.
９
７
〜
１
０
１.

参
照
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（
25
）M

au
ritan

ia

の
場
合
、
裁
判
所
命
令
・G

erm
an

y

は
、
設
立
と
活
動
に
関
す
る
法
律
は
不
在
。
根
拠
法
不
在
の
私
立
機
関
。
し
か
し
予
算
と
人
事
面
で
不
利
益
を
受
け
た
こ
と
は
な
い
）

（
26
）
韓
国
出
入
国
管
理
局
第
31
条
（
外
国
人
登
録
）、
外
国
人
は
入
国
し
た
日
か
ら
九
〇
日
を
超
過
し
、
大
韓
民
国
に
滞
留
す
る
場
合
、
大
統
領
令
で
定
め
た
こ
と
に
よ
り
、
入
国
日
か
ら
九
〇
日
以
内
に
、

そ
の
滞
留
者
を
管
轄
す
る
事
務
所
長
に
、
外
国
人
登
録
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
27
）
E
‐
1
か
ら
E
‐
10
，
H
‐
2
：
訪
問
就
業
査
証
。

（
28
）
韓
国
法
務
部
は
、「
移
民
」
と
い
う
用
語
を
公
式
的
に
使
う
が
、
韓
国
は
移
民
国
家
で
は
な
い
。

（
6
）『
국
가
인
권
기
구
의 

국
제
적 

발
전
과 

한
국
적 

대
안
：
国
家
人
権
機
構
の
国
際
的
発
展
と
韓
国
的
対
案
』（
ソ
ウ
ル
大
学　

大
学
院　

修
士
学
位
論
文
、
P. 

13
〜
조

c
h

o

용

y
o
n
g

환

h
w

a
n

２
０
０
２
年
）

（
7
）
第
9
条
5
（
結
婚
同
居
目
的
の
査
証
発
給
基
準
な
ど
）
①
第
9
条
の
四
貢
に
よ
り
、
結
婚
目
的
の
査
証
発
給
申
請
を
受
け
た
在
外
公
館
の
長
は
、
婚
姻
の
事
実
及
普
通
の
結
婚
生
活
の
可
能
性
可
否

を
判
断
す
る
為
に
、
第
9
条
の
2
各
々
号
（
第
5
号
は
除
外
）
以
外
に
も
査
証
発
給
を
申
請
し
た
外
国
人
と
、
そ
の
招
聘
者
に
つ
い
て
、
次
の
各
々
の
号
要
件
を
審
査
確
認
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

但
し
、
招
請
人
と
被
招
請
人
の
間
に
子
女
が
い
る
場
合
な
ど
は
、
法
務
部
長
官
が
定
め
た
境
遇
に
該
当
し
た
場
合
、
次
の
各
号
の
要
件
の
一
部
に
つ
き
、
審
査
を
免
除
す
る
。

 

1
）
交
際
経
緯
及
び
婚
姻
意
思
の
確
認

 

2
）
該
当
国
法
令
に
よ
る
婚
姻
成
立
し
て
い
る
か
ど
う
か

 

3
）
招
聘
人
が
最
近
5
年
以
内
に
他
の
配
偶
者
を
招
聘
し
事
実
が
あ
る
か
ど
う
か

 

4
）
招
聘
人
が
国
民
基
礎
生
活
保
障
法
（
日
本
で
は
生
活
保
護
法
に
当
た
る
）
第
6
条
の
最
低
生
計
費
を
考
慮
し
、
法
務
部
長
官
が
定
め
て
毎
年
告
示
す
る
所
得
要
件
を
満
た
し
て
い
る
か
ど
う
か

 

5
）
健
康
状
態
及
犯
罪
経
歴
情
報
な
ど
の
総
合
情
報
提
供

 

6
）
被
招
聘
人
が
基
礎
以
上
の
韓
国
語
駆
使
が
可
能
か
ど
う
か
、
こ
の
場
合
、
具
体
的
な
審
査
、
確
認
基
準
は
法
務
部
長
官
が
定
め
て
告
示
す
る

 

7
）  

夫
婦
が
共
に
持
続
的
に
居
住
で
き
る
普
通
の
住
居
空
間
確
保
が
で
き
る
ど
う
か
、
こ
の
場
合
ネ
ッ
ト
部
屋
、
ラ
ブ
ホ
テ
ル
（
モ
テ
ル
）
ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
な
ど
、
一
般
的
に
夫
婦
が
継
続
的
に

居
住
で
き
る
場
所
と
し
て
み
な
さ
れ
難
い
空
間
は
、
普
通
の
住
居
空
間
が
確
保
さ
れ
た
と
認
定
し
な
い
こ
と
に
す
る

 

8
）  

招
聘
人
が
国
籍
法
第
6
条
第
2
貢
、
又
は
第
2
号
に
よ
り
国
籍
を
取
得
し
た
か
、
永
住
別
表
1
‐
28
の
3
．
永
住
（
F
‐
5
）
나
（
ナ
）
貢
目
に
従
い
永
住
資
格
を
取
得
し
、
3
年
が
経
過
し

た
か
ど
う
か

（
8
）
出
入
国
管
理
法
第
24
条
（
滞
留
資
格
変
更
許
可
）
①
大
韓
民
国
に
滞
留
す
る
外
国
人
の
そ
の
在
留
資
格
と
、
他
の
在
留
資
格
に
該
当
す
る
活
動
を
行
い
た
い
場
合
は
、
前
も
っ
て
法
務
部
長
官
滞
留

資
格
変
更
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
9
）
中
央
ニ
ュ
ー
ス
（
중
앙
뉴
스
）〝
피
해
노
동
자
를 

우
롱
하
는 

포
천 

아
프
리
카 
예
술
박
물
관
〞（
被
害
労
働
者
を
愚
弄
す
る
抱
川
ア
フ
リ
カ
芸
術
博
物
館
）、
二
〇
一
四
、三
，二
六

（
10
）h

ttp://tsori.n
et/5674

〝
現
代
版　

ア
フ
リ
カ
奴
隷
た
ち
〞．
二
〇
一
四
・
二
．一
三

（
15
）
当
時
韓
国
側
の
民
間
メ
ン
バ
ー
の
う
ち
、
以
下
の
四
人
に
よ
っ
て
、
初
め
て
国
家
人
権
委
員
会
設
立
の
ア
イ
デ
ィ
ア
が
提
起
さ
れ
た
。

 

천
정
배
（
千
正
培
）
第
五
七
代
韓
国
法
務
部
長
官
歴
任
、
第
一
五
代
〜
第
二
〇
代
国
会
議
員
。

 

남
규
선
（
南
奎
善
）
民
主
化
家
族
協
議
会
全
代
表
、
現
在
は
総
務
。

 

조
영
황
（
趙
英
黄
）
第
三
代
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
委
員
長
歴
任
、
韓
国
で
最
初
の
特
別
検
事
を
歴
任
。

 

이
대
훈
（
李
大
薫
）
は
前
市
民
運
動
家
で
、、
現
在
は
韓
国
聖
公
会
大
学
の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
大
学
院
研
究
教
員
。

（
16
）
パ
リ
原
則
：
一
九
九
二
年
国
連
人
権
委
員
会
を
経
て
、
一
九
九
三
年
国
連
総
会
で
採
択
さ
れ
た
準
則
で
あ
る
。
〜 （T

h
e first In

tern
ation

al w
orksh

op on
 N

ation
al In

stitu
tion

s for th
e 

P
rom

otion
 an

d P
rotection

 of H
u

m
an

 righ
ts: P

aris P
rin

ciples – P
rin

ciples relatin
g to th

e S
tatu

s of N
ation

al In
stitu

tion
s.

）

（
17
）
二
〇
一
四
年
国
家
人
権
委
員
会
予
算
：
二
四
一
億
（
一
三
年
よ
り
一
・
九
％
上
昇
）
こ
の
う
ち
人
権
費
が
一
七
億
（
職
員
：
一
九
一
名
）、
賃
貸
料
凡
そ
四
〇
億
。（
国
家
人
権
委
員
会
広
報
協
力
・
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政
策
教
育
局
資
料
か
ら
）

（
18
）
二
〇
一
三
年
八
月
二
七
日
火
曜
日
「
国
家
人
権
委
員
会
書
記
官
」
박

P
a
rk 

경

k
y
o
n
g 

준

J
u

n　

二
〇
一
五
年
二
月
一
九
日
木
曜
日
「
国
家
人
権
委
員
会
局
長
김

K
im 

성

S
e
o
n
g 

민

M
in

」
と
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
。

（
11
）
大
韓
弁
護
士
協
会
『
２
０
１
２
年
度
人
権
報
告
書
』、
P.
３
１
８

（
12
）
全
体
の
報
告
文
は
、
国
連
人
権
最
高
代
表
事
務
所
Ｈ
Ｐ
と
、
人
権
理
事
会E

xtran
et

（H
u

m
an

 R
igh

t C
ou

n
cil E

xtran
et

）
で
確
認
す
る
こ
と
が
可
能
だ
。H

om
e /H

R
C

 S
ession

/ 

R
egu

lar S
ession

/25th
 session

/O
ral statem

en
ts

中
二
〇
一
四
年
三
月
一
〇
日
第
一
六
次
会
議
の
開
会
発
言
（O

pen
in

g rem
arks

）
な
か
、S

pecial R
apporteu

r on
 th

e situ
ation

 of 

h
u

m
an

 righ
ts defen

ders.M
rrs. M

argaret

部
分 

（
13
）
第
一
六
次
国
家
別
人
権
機
構
（N

ation
al H

u
m

an
 R

igh
ts In

stitu
tion

s

）
部
分
で
、
韓
国
国
家
人
権
委
員
会
（N

H
R

C
 K

orea

）
と
こ
ろ
で
、
確
認
可
能

（
14
）『
２
０
１
４
人
権
報
告
書
』
P.
４
６
４, 

大
韓
弁
護
士
協
会
、
二
〇
一
五
．二
．一
七

（
29
）
사
단
법
인 

안
산
이
주
민
센
터
／
（
社
団
法
人
）
安

A
n

n

山

S
a

n

移
住
民
セ
ン
タ
ー 

は
一
九
九
四
年
一
〇
月
に
Ｎ
Ｇ
Ｏ
と
し
て
設
立
さ
れ
る
が
、
実
は
一
九
九
一
年
か
ら
外
国
人
の
た
め
の
生
活
相
談
を
行
っ

た
経
緯
が
あ
り
、
特
に
九
三
年
に
は
、
月
に
相
談
に
来
た
外
国
人
の
数
が
毎
月
一
〇
〇
人
に
の
ぼ
る
ほ
ど
外
国
人
相
談
者
が
急
増
し
た
事
実
が
あ
る
。

（
30
）
二
〇
〇
二
年
国
家
人
権
委
員
会
に
お
け
る
重
点
課
題
二
九
項
目
の
内
、「
国
内
居
住
外
国
人
労
働
者
人
権
実
態
調
査
：
全
北
大
学
社
会
科
学
研
究
所
」
委
託
研
究
調
査
し
た
の
が
最
初
の
外
国
人
人

権
状
況
政
策
課
題
で
あ
っ
た
。
二
回
目
は
、
二
〇
〇
五
年
一
七
項
目
の
政
策
課
題
の
な
か
、「
外
国
人
分
野
Ｎ
Ａ
Ｐ
樹
立
に
関
す
る
政
策
研
究
：
韓
国
調
査
研
究
学
会
」・
三
回
目
は
、
二
〇
一
〇
年

七
月
、「
移
住
労
働
者
の
児
童
教
育
権
に
関
す
る
実
態
調
査
：
外
国
人
移
住
労
働
者
協
議
会
」
で
あ
る
。

（
31
）
国
家
人
権
委
員
会
に
お
け
る
外
国
人
人
権
侵
害
相
談
及
び
陳
情
に
関
す
る
数
量
統
計
は
、
個
別
に
集
計
し
た
統
計
を
算
出
し
て
い
な
い
。
こ
れ
は
現
在
も
続
い
て
い
る
。
外
国
人
人
権
侵
害
の
相
談

や
陳
情
は
、
一
般
の
人
権
相
談
及
び
陳
情
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
と
し
て
集
計
さ
れ
て
い
る
。
但
し
「
移
住
人
権
分
野
決
定
例
集
」
と
い
う
〝
移
住
民
人
権
一
般
〞
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ

も
集
計
は
入
っ
て
い
な
い
。

（
32
）
出
入
国
管
理
公
務
員
は
、
被
保
護
外
国
人
が
逃
亡
及
び
逃
走
す
る
場
合
、
出
入
国
管
理
公
務
員
の
職
務
執
行
を
、
正
当
な
事
由
無
し
に
、
拒
否
又
は
忌
避
さ
ら
に
妨
害
・
自
殺
・
自
害
・
暴
行
の
危

険
が
あ
る
場
合
、
保
護
施
設
の
秩
序
維
持
又
は
強
制
退
去
の
為
に
、
或
い
は
保
送
な
ど
を
理
由
に
必
要
な
場
合
だ
け
手
錠
を
か
け
ら
れ
る
。（
出
入
国
管
理
法
第
56
条
の
4
第
1
項
及
び
第
4
項
、
外

国
人
保
護
規
則
第
43
条
、
第
2
項
）

（
33
）
二
〇
一
三
年
か
ら
二
〇
一
五
年
ま
で
の
予
算
執
行
内
訳
（
単
位
：
一
〇
〇
万
ウ
ォ
ン
）

区
分

計

人
件
費

経
費
（
賃
料
含
）

二
〇
一
三
年
予
算

二
四
〇
九
一

一
一
三
六
八

七
一
八
五

二
〇
一
四
年
予
算

二
四
五
六
〇

一
一
七
四
二

七
一
八
五

二
〇
一
五
年
予
算

二
四
九
二
六

一
二
八
一
六

七
五
九
三

 

（
出
処
）h

ttps://w
w

w
.h

u
m

an
righ

ts.go.kr/

予
算
現
況

（
34
）
国
家
人
権
委
員
会
初
代
委
員
長
（
金
創
国
：
弁
護
士
・
大
韓
弁
護
士
協
会
会
長
出
身
）
か
ら
、
現
在
の
委
員
長
（
이
성
호
：
前
ソ
ウ
ル
中
央
地
方
法
院
長
）
ま
で
、
す
べ
て
法
曹
人
で
あ
る
。

（
35
）
個
の
条
約
と
は
、
市
民
的
・
政
治
的
権
利
に
関
す
る
条
約
（In

tern
ation

al C
oven

an
t on

 C
ivil an

d P
olitical righ

ts; IC
C

P
R

）, 

経
済
的
・
社
会
的
・
文
化
的
権
利
に
関
す
る
条
約

（In
tern

ation
al C

oven
an

t on
 E

con
om

ic, S
ocial an

d C
u

ltu
ral R

igh
ts; IC

E
S

C
R

）, 

人
種
差
別
に
関
す
る
条
約
（In

tern
ation

al C
on

ven
tion

 on
 th

e E
lim

in
ation

 of R
acial 

D
iscrim

in
ation

; IC
E

R
D

）, 

女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
形
態
の
差
別
撤
廃
に
関
す
る
条
約
（C

on
ven

tion
 on

 th
e E

lim
in

ation
 of A

ll F
orm

s of D
iscrim

in
ation

 again
st W

om
en

; 

C
E

D
A

W

）, 

拷
問
・
差
別
・
非
人
道
的
〜
に
関
す
る
条
約
（C

on
ven

tion
 again

st T
ortu

re an
d O

th
er C

ru
el, an

d In
h

u
m

an
 or D

egradin
g T

reatm
en

t or P
u

n
ish

m
en

t; C
A

T

）, 

子



韓国国家人権委員会における外国人人権侵害問題への対処とその問題点

287

供
の
権
利
に
関
す
る
条
約
（C

on
ven

tion
 on

 th
e R

igh
ts of th

e C
h

ild

）, 

す
べ
て
の
移
住
労
働
者
と
そ
の
家
族
の
保
護
に
関
す
る
条
約
（In

tern
ation

al C
on

ven
tion

 on
 th

e P
rotection

 

of th
e R

igh
ts of A

ll M
igran

t W
orkers an

d M
em

bers of th
eir Fam

ilies; C
M

W

）

「
参
考
文
献
」

（
韓
国
語
）

1
．「
이
주
여
성
의 
인
권
」
국
회
인
권
포
럼
‐
이
주
여
성
의 

인
권
현
황
과 

개
선
방
안 

／
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년
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월
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．「
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０
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연
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Ｏ
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院 
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사
회
」
한
국
사
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외
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사
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사
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외
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외
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청
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외
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책
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외
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외
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책
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월
간
（
현
장
에
서 

미
래
를
）
P.
１
２
３
‐
１
５
６
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외
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산
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외
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책
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국
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책
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‐
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국
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외
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동
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동
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권
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사
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국
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인
권
위
원
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설
동
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２
０
０
３
년

15
．「
기
본
적 

인
권
을 

확
인
하
고 

보
장
할 

국
가
의 

의
무
」
한
국
법
학
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허
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‐
１
０
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０
년
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권
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」
한
울
아
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０
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１
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권
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１
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권
보
장
제
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의 

국
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인
권
위
원
회
제
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의 
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의
와 
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h
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m
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「図一」　国家人権委員会　陳情及び救済プロセス
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「表一」　結婚移民者数 2014 年 8月現在

=

151,605

61,246

40,488

16,880

12,487

10,798 4,698

China

Vietnam

Other

Japan
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Cambodia

Thailand
2,657 Mongolia

2,351

85.2% 14.8%

 「表二」　年度別滞留外国人現況（1998 年～ 2008 年） 単位：名
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

不法滞留者 99537 151986 205,205 282,626 308,165 154,342 209,841 204,254 211,988 223,464 200,489
長期滞留者 147,914 169,965 219,962 244,384 271,666 460,261 491,409 510509 660607 800262 895464
短期滞留者 160425 211151 271362 322451 357340 218426 259464 236958 249542 266011 263402
滞留外国人 308339 381116 491324 566835 629006 678687 750873 747467 910149 1066273 1158866

出処：出入国外国人政策統計年報
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「表三」　国籍・地域別・年度別結婚移民者の現況
（2015 年 12.31 現在　　単位：名）
区　　分 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

計 144681 148498 150994 150994 151608
中国 64173 63035 62400 60663 58788
ベトナム 37516 39352 39854 39725 40847
日本 11162 11746 12220 12603 12861
フィリピン 8367 9611 10383 11052 11367
カンボジア 4583 4541 4650 4618 4555
米国 2410 2653 2845 3006 3192
タイ 2603 2618 2643 2675 2821
モンゴル 2393 2395 2368 2394 2384
ウズベキスタン 1840 2017 2141 2219 2244
ロシア 1319 1328 1305 1308 1305
カナだ 1158 1240 1268 1300 1295
ネパール 840 1027 1112 1138 1081

国籍・地域別・性別結婚移民者の現況
（2015 年 12.31 現在　　単位：名）

区　分 計 男子 女子 男子比率 女子比率 国籍・地域別・
構成比率

計 151608 23272 128336 15.4％ 84.6％ 100.0％
中　国 58788 11879 46909 20.2％ 79.8％ 38.8％
ベトナム 40847 894 39953 2.2％ 97.8％ 26.9％
日本 12861 1220 11641 9.5％ 90.5％ 8.5％
フィリピン 11367 328 11039 2.9％ 97.1％ 7.5％
カンボジア 4555 45 4510 1.0％ 99.0％ 3.0％
米国 3192 2440 752 76.4％ 23.6％ 2.1％
タイ 2821 75 2746 2.7％ 97.3％ 1.9％
モンゴル 2384 104 2280 4.4％ 95.6％ 1.6％
ウズベキスタン 2244 81 2163 3.6％ 96.4％ 1.5％
ロシア 1305 90 1215 6.9％ 93.1％ 0.9％
カナダ 1295 1109 186 85.6％ 14.4％ 0.9％
ネパール 1081 149 932 13.8％ 86.2％ 0.7％
パキスタン 915 810 105 88.5％ 11.5％ 0.6％
その他 7953 4048 3905 50.9％ 49.1％ 5.2％

.
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「表四」　結婚移民者の滞留現況
2014 年 8 月現在（単位：名）
韓国国民の配偶者の在留資格：2009 年以前（F-1-3, F-2-1）2010 年以後（F-2-1, F-5-2）　20011 年 12 月
以後（F-2-1, F-5-2, F-6）
年度 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 13 年 8 月 14 年 8 月
人数 125,087 141,654 144,681 148,498 150,865 150,305 151,605
前年
対比 2.1％ 12.2％ 2.1％ 1.6％ 1.6％ 0.9％

「表五」　結婚帰化者累計（婚姻関係による法定帰化）
年度 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 14 年 1 ～ 8 月
婚姻帰化者
（全体累計） 39,067 56,205 66,474 77,203 84,933 93,953 4,763

表 1 ～ 5 の出処：保健福祉部多文化家庭研究報告書

「表六」　類型別差別及び陳情事件受付件数（単位＝件）
出所：韓国法務部人権委員会年間報告書

区　分 累　積 2013 2012 2011
　　合　計 16,582 2,484 2,549 1,803
　　性　別 513 63 45 35
　妊娠・出産 182 18 27 19
　婚姻可否 80 5 6 5
容貌・身体条件 240 31 40 19
家族構成（状況） 124 24 8 17
A　セクハラ 1,548 241 228 216
　　障害 7,100 1,216 1,340 886
　　年齢 1,201 141 166 146
B　社会的地位 1,541 145 185 127
C　出身国家 276 35 9 27
D　出身民族 12 － 1 1
E　人種 71 18 1 4
F　肌色 9 1 1 －
G　宗教 126 11 12 10
　出身地域 100 13 6 10
政治思想的事由 34 4 2 1
犯罪歴（前科） 166 19 20 17
H　学歴 /学閥 503 124 47 52
　　病歴 317 39 34 30
　　その他 2,298 243 356 178
　　未分類 85 85 － －
（注）Aから Gまでは、外国人と関連。
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「表七」　2013 ～ 14 年（1月～ 8月）まで国家人権委員会の陳情・
相談・窓口受付など案内処理状況

「単位＝件」
出処：国家人権委員会公報　2014 年 8 月 15 日刊行　第 12 巻第 4号 P.340 ～

1．類型別陳情受付現況　（単位：件／％）　
区分

月（1～ 8） 合　計 人権侵害 差別行為 その他

累積（13 年～ 14 年） 14,354（100） 10,885（75.8） 3,358（23.3） 111（0.8）
2014.1 ～ 8 月 7,458（100） 5,947（79.7） 1,500（20.1） 11（0.2）
2013.1 ～ 8 月 6,896（100） 4,938（71.6） 1,858（26.9） 100（1.5）
※陳情受付日基準

2．類型別相談現況（単位：件／％）
区分

月（1～ 8） 合　計 人権侵害 差別行為 その他 対面相談

累積（13 年～ 14 年） 48,323（100） 18,989（39.2） 4,303（8.9） 10,029（42.5） 1,726（3.5）
2014.1 ～ 8 月 23,992（100） 9,608（40.1） 2,099（8.8） 10,029（47.9） 791（3.2）
2013.1 ～ 8 月 24,331（100） 9,381（38.6） 2,204（8.3） 10,547（49.3） 935（3.8）

3．受付処理現況現況（単位：件／％）
区分

月（1～ 8） 合　計 郵便 /Fax Web
大統領
秘書室

참여마당

（参与マダン） その他

累積（13 年～ 14 年） 18,580（100） 5,467（29.4） 9,591（51.6） 23（0.1） 3,486（18.7） 33（0.2）
2014.1 ～ 8 月 9,499（100） 3,236（34.1） 4,752（52.0） 8（0.1） 1,485（15.6） 18（0.2）
2013.1 ～ 9 月 9,081（100） 2,231（24.3） 4,839（53.3） 15（0.2） 2,001（22.0） 15（0.2）
（注）  大統領秘書室とは、一般の国民、誰でも国に対して直接請願（陳情など）などを行うことができる窓口

である。参与マダンンとは、www.hikorea.go.krで、質疑応答を関係機関別に振り分けて対応するオン
ライン広場である。

※受付処理日基準、その他は電話及び対面・代理受付件数
※管理者任意の削除は対象外

4．対面申請及び処理現況（単位：件／％）
区分

地域別

前月
繰り
越し

申請
終　結　処　理 末

処
理

平均
処理
日数小計 相談終結 陳情 撤回

累積 13 年～ 14
年（1～ 8月） － 44,632 44,444（100） 21,561（48.5） 1,145（25.7） 1,492（33.5） 188 17.3 日

2014，8 月 161 259 232（100） 93（40.1） 67（28.9） 72（31.0） 188 18.3 日
ソウル 76 118 99（100） 42（42.4） 26（26.3） 31（31.3） 95 20.7 日
山 31 52 47（100） 14（29.8） 19（40.4） 14（29.8） 36 14 日
光州 33 40 46（100） 18（39.1） 17（37.0） 11（23.9） 27 19.7 日
大邱 21 49 40（100） 19（47.5） 5（12.5） 16（40.0） 30 15.7 日
2014.1 ～ 8 月 － 1,933 1,920（100） 791（41.2） 478（24.9） 651（33.9） － 19.7 日
2013.1 ～ 8 月 － 2151 2,165（100） 935（43.2） 533（24.6） 697（32.2） － 23.5 日
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「表八」
1．外国人移住人権政策勧告または意見表明・意見提出現況　 （単位：件）

区　分 合　計 勧　告 意見表明 意見提出
累　計 30 21 9 －
2012 3 3 － －
2011 7 5 2 －
2010 5 2 3 －
2009 3 3 － －
2008 7 3 4 －

2．外国人移住人権政策勧告　受容現況　 （単位：件）

区　分 勧告件数
勧告受容　可否

検討中 勧告受容率
合計 受容 一部受容 不受容

累　計 21 19 6 11 2 2 89.5
2012 3 2 1 1 － 1 100.0
2011 5 5 1 3 1 － 80.0
2010 2 2 1 1 － － 100.0
2009 3 3 2 － 1 － 66.7
2008 3 2 － 2 － 1 100.0

3．人権相談現況：機関別人権侵害相談現況　 （単位：件）
区分 累計 2008 2009 2010 2011 2012
合計 59,446 5,391 6,738 8,806 8,957 11,823

検察 3,196 242 272 392 291 339
警察 15,660 1,441 1,895 2,365 1,849 2,021
国家情報院 174 17 9 13 12 15
特別司法警察 108 8 8 10 － －
地方自治団体 4,867 540 650 717 679 666
司法機関 1,134 94 114 206 140 194
立法機関 52 6 7 5 1 1
拘禁施設 1,944 219 196 243 219 232
多数人
保護施設 20,669 1,996 2,623 3,250 4,119 5,774

軍 2,255 223 210 254 337 366
各級学校 1,655 － － 334 453 868
出入国管理局 118 － － － 53 65
保護施設 164 21 13 7 － －
公職関連団体 300 － － － － 300
その他 1,465 181 179 319 236 417
（注）「多数人保護施設」とは、主に知的障がい者保護施設または刑務所である。
出所：表 8の 1～ 3、国家人権委員会 2012 人権統計 P.17/28.
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